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農 林 水 産 祭 開 催 要 綱

制 定：昭和３７年６月１２日付け３７総第１３６９号農林事務次官依命通達

一部改正：昭和４９年８月２９日付け４９総第４５６号

〃 ：昭和５３年１０月５日付け５３総第８８０号

〃 ：昭和５４年９月２６日付け５４総第８１２号

〃 ：昭和５７年７月２０日付け５７総第３７３号

〃 ：昭和６２年８月３１日付け６２総第３５８号

〃 ：平成２５年８月２９日付け２５総第６８号農林水産事務次官依命通知

〃 ：平成２７年６月２３日付け２７総第１０号

〃 ：平成２９年５月１９日付け２９文第４３号

第１ 趣 旨

毎年１１月２３日の勤労感謝の日を中心として、全国民の農林水産業に対する認識を

深め、農林水産業者の技術改善及び経営発展の意欲の高揚を図るため国民的な祭典とし

ての「農林水産祭」を行う。

第２ 実施主体

農林水産祭は、農林水産省と公益財団法人日本農林漁業振興会の共催とする。

第３ 協 賛

農林水産祭は、都道府県、農林水産団体その他農林水産祭の開催の趣旨に賛同する団

体の協賛を得て実施する。

第４ 行 事

１．農林水産祭式典及び関連行事

農林水産祭は、過去ながきにわたる収穫感謝の趣旨を継承し、農林水産業関係の各種

の催しの集約点として１１月２３日を中心とし、農林水産祭式典、農林水産物展示会、

農林水産展及び資材展、技術研究発表会、消費者啓発行事等を集中的に行うものとする。

(1) 農林水産祭式典

農林水産祭式典においては、一般式典行事と併せて天皇杯、内閣総理大臣賞及び日

本農林漁業振興会会長賞の授与並びに農林水産大臣賞の授与又は受賞の発表を行う。

(2) 農林水産物展示会

農林水産物展示会においては、極力その独創性を発揮した各都道府県の農林水産業

の紹介、農林水産物の展示及び即売を行う。

また、各種農林水産団体による農林水産物の展示、啓発及び即売を行う。

(3) 農林水産展及び資材展

農林水産物の生産及び流通の過程、技術の進歩、近代化の現状等についてＰＲを行

うとともに、肥料、農薬、農機具等生産資材の展示会を開催する。

(4) 技術研究発表会

農林水産技術の優秀なる研究についての発表検討会を行う。
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(5) 消費者啓発行事

農林水産業の現状とその振興の必要性について、消費者の認識を深めるため、農林

水産業の現地体験、生産者との交流等を行う。

２．農林水産祭参加行事

都道府県、農林水産諸団体等が主催する県単位以上の品評会、共進会等の表彰行事で

あって主催者が希望し、かつ、適当と認められるものについては、これを農林水産祭参

加の表彰行事として体系づけるものとし、その表彰行事において農林水産大臣賞を授与

することとなるものについての農林水産大臣賞の受賞の発表等を農林水産祭の際に行う

ものとする。

３．表 彰

(1) 農林水産祭における表彰は、農産・蚕糸、園芸、畜産、林産、水産、多角化経営及

びむらづくりの７部門並びに女性の活躍について行う。

(2) 農産・蚕糸、園芸、畜産、林産、水産及び多角化経営の６部門についての表彰は、

農林水産祭参加表彰行事において農林水産大臣賞を授与されたもののうち、部門別の

優秀なものについて天皇杯、内閣総理大臣賞及び日本農林漁業振興会会長賞の授与を

行う。

(3) むらづくり部門の表彰は、都道府県知事から推薦されたむらづくりの事例のうち、

優秀なものについて天皇杯、内閣総理大臣賞、日本農林漁業振興会会長賞及び農林水

産大臣賞の授与を行う。

(4) 女性の活躍の表彰は、農林水産祭参加表彰行事において農林水産大臣賞を授与され

たもののうち、部門にかかわらず優秀なものについて内閣総理大臣賞及び日本農林漁

業振興会会長賞の授与を行う。

(5) 表彰の基準については、外観の偏重を排し、性質、内容が優れ広く社会の賞讃に値

するものであることを要件とするが、審査等については別に定める要領による。

第５ 開催期日

１１月２３日の勤労感謝の日を中心に開催する。

第６ 開催場所

東京においてできる限り統一的に行うものとする。ただし、行事の一部については場

所を異にして開催することができる。

第７ 経 費

国の補助金、都道府県の分担金及び協賛団体の寄附金をもって充当する。

第８ 各都道府県の行事等

各都道府県及び各種農林水産団体の農林水産祭の行事は、中央の行事と連携をとりつ

つ行うよう指導するものとする。

附 則（昭和５７年７月２０日付け５７総第３７３号）

この要綱の改正規定中第４の３の改定規定は、昭和５８年度の農林水産祭参加表彰行事

から適用する。
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附 則（昭和６２年８月３１日付け６２総第３５８号）

この要綱の改正後の規定は、昭和６３年度の表彰から適用する。

附 則（平成２５年８月２９日付け２５総第６８号）

１ この要綱は、平成２５年８月２９日から施行する。

２ この要綱第２の規定の実施主体について、平成２５年４月１日から施行の日の前日

までは、農林水産省と公益財団法人日本農林漁業振興会が共催したものとみなす。

附 則(平成２７年６月２３日付け２７総第１０号)

この要綱の改正後の規定は、平成２７年６月２３日から施行し、平成２７年度の農林水

産祭表彰行事から適用する。

附 則（平成２９年５月１９日付け２９文第４３号）

この要綱の改正後の規定は、平成２９年５月１９日から施行し、平成２９年度の農林水

産祭表彰行事から適用する。
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農 林 水 産 祭 表 彰 要 領

制 定：昭和３７年６月１２日付け３７総第１３６９号農林事務次官依命通達

一部改正：昭和４９年８月２９日付け４９総第４５６号

〃 ：昭和５３年１０月５日付け５３総第８８０号

〃 ：昭和５７年７月２０日付け５７総第３７３号

〃 ：昭和６２年８月３１日付け６２総第３６０号

〃 ：平成２７年６月２３日付け２７総第１１号農林水産事務次官依命通知

〃 ：平成２９年５月１９日付け２９文第４３号

〃 ：平成３０年７月３１日付け３０文第８３号

１．趣 旨

農林水産業の産業的発展と技術及び経営の改善意欲の高揚を図るため、農林水産諸団

体等の主催する一定規模以上の品評会、共進会、競作会等の表彰行事であって、農林水

産祭参加行事として体系づけられるものにおける表彰は、農林水産祭開催要綱及びこの

要領の定めるところにより、公正かつ一貫した基準のもとに行うものとする。

２．天皇杯、内閣総理大臣賞、日本農林漁業振興会会長賞及び農林水産大臣賞

(1) 農林水産祭参加の品評会、共進会、競作会等の表彰行事については、その出品財の

優秀なものに対し、この要領にもとづく基準により農林水産大臣賞を授与するものと

する。

(2) 農林水産大臣賞を授与された出品財のうち、その性質・内容が抜群で広く社会の賞

讃に価するものにあっては天皇杯、それに次ぐものにあっては内閣総理大臣賞又は日

本農林漁業振興会会長賞の授与が行われる。

(3) 天皇杯、内閣総理大臣賞及び日本農林漁業振興会会長賞の授与は、１１月２３日農

林水産祭当日に行う。

(4) 農林水産祭参加表彰行事は、年間を通じ随時開催されるものとし、同行事において

農林水産大臣賞を授与された出品財については、１１月の農林水産祭の際にこれを一

括発表するとともに、記念品の贈呈を行う。

３．農林水産祭参加資格

農林水産祭に参加できる表彰行事は、次の資格要件を備えたもので、かつ、受賞の対

象となる出品財の範囲及び出品条件、審査基準等がこの要領の規定に違背しないものと

する。

(1) 表彰行事の参加範囲が都道府県の全域又はそれ以上の区域にわたるものであるこ

と。

(2) 表彰行事の主催者が次のものであること。

① 都道府県

② 都道府県の全域又はそれ以上を区域とする団体等であって、その組織及び性格の

明確なもの。ただし、都道府県の一部を区域とする団体又は市町村等が、共催者と

して参加することは差し支えない。
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(3) 表彰行事に参加する出品財が、国民経済上重要性をもち、農林水産業の産業的発展

に役立つものであること。

(4) 表彰行事が営利を目的とするものでないこと。

(5) 表彰行事が農林水産祭の趣旨を体して開催され、かつ、明文の開催要綱、審査規程

等を備え、適格な審査員を有するものであること。

(6) 表彰行事がこの要領の規定による出品点数を持ち、受賞単位を備えていること。

４．農林水産祭参加表彰行事における受賞対象

(1) 農林水産祭参加表彰行事における表彰は、農産・蚕糸、園芸、畜産、林産、水産及

び多角化経営の６部門について行うものとし、受賞の対象となる出品財の範囲は、農

産・蚕糸、園芸、畜産、林産及び水産の各部門においては次の４種目とする。

① 産物（動物を含む。以下同じ。） ② 技術・ほ場 ③ 経営 ④ 女性

の活躍

また、多角化経営部門においては、上記４種目のうち③ 経営及び④ 女性の活躍

とする。

なお、出品財の範囲の詳細は別表①による。

(2) 産物（動物を除く。）は、生鮮品、乾燥品及び加工品を対象とする。ただし、加工

品については、おおむね第１次加工品の範囲とする。

また、動物は、家畜、家きん及び淡水魚とし、基礎家畜のほか子畜、肉畜、淡水魚

などの産物をも対象とする。

(3) 技術は、農林水産業の生産行程の一部又は全部について、次のものを対象とする。

① 競技会、競演会、技術交換会等人と技術の結合した個別技能

② 産乳、産卵能力競技等単位生産量を条件とする技術

③ 生産行程の一部に関する個別技術

(4) ほ場は、農林水産業生産の直接の母胎である立毛、立木等を主たる対象とし、これ

に関連する技術を併せて対象とする。

(5) 経営は、特に部門別区分を設けず、経営全体を受賞の対象とする。ただし、部門別

区分を必要とする場合は、農業粗収益等を指標として主部門を判定し、当該部門が経

営内で相当の比重を持つことを条件として区分する。

(6) 女性の活躍は、個人又は組織の活動における女性の活躍を推進し、又は女性が顕著

な貢献をしている取組又は経営管理を受賞の対象とする。

５．農林水産祭参加表彰行事における受賞単位

(1) 農林水産祭参加表彰行事は、一定点数以上の出品財群からなる受賞単位を備えるこ

とを要するものとし、農林水産大臣賞状の交付は受賞単位を基礎として行うものとす

る。

(2) 産物（動物を除く。）を受賞対象とする場合にあっては、出品点数１００点以上の

出品財群をもって、産物以外の種目（動物を含む。）を受賞対象とする場合にあって

は、出品点数３０点以上の出品財群をもって、それぞれ受賞単位とする。

(3) １表彰行事が２以上の受賞単位を有することは差し支えない。

(4) 農林水産祭参加表彰行事に交付される農林水産大臣賞状は、受賞単位の大小により、

交付点数に差等があるものとする。
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(5) 受賞単位は、原則として同一の出品条件と審査基準のもとにおける同種同類の出品

財をもって構成するものとするが、同一部門内の２以上の異種の出品財をもって１受

賞単位としても差し支えない。ただし、この場合も農林水産祭参加表彰行事の統一的

な開催要綱、審査規程等があることを要するものとする。

(6) 同一区域内の同一品目等、通常１受賞単位にまとめることを適当とするものについ

て、これを２以上の受賞単位に分割することはできないものとする。

(7) 産物と、産物以外の種目とを組みあわせて１受賞単位とすることはできないものと

する。

(8) 総合共進会、経営コンクール等、出品財が２以上の部門にわたる行事については、

各部門ごとに受賞単位を設定することも、数部門を通じて受賞単位を設定することも

できるものとする。ただし、天皇杯等（天皇杯、内閣総理大臣賞及び日本農林漁業振

興会会長賞をいう。以下同じ。）の選賞に当たり、部門別区分の不分明なものについ

ては、受賞出品財の性格等から判断して、それぞれ適当な区分を農林水産祭中央審査

委員会において決定する。

(9) 出品点数は、当該農林水産祭参加表彰行事の開催要綱等に定められた出品規格に適

合するもののみをもって計算する。

(10) 産物以外の種目（動物を含む。）で予選を行う表彰行事の場合は、予選時の参加出

品財も出品点数に加えることができる。ただし、６に規定する出品条件を備えたもの

であることを要する。

(11) 同一出品財を、２以上の受賞単位に重複して点数計算することはできない。

(12) 受賞の対象とならない参考出品は、出品点数に加えない。

６．農林水産祭参加表彰行事における出品条件

農林水産祭参加表彰行事において、農林水産大臣賞の選賞審査の対象となる出品財は、

次の条件を備えるものとする。

(1) 出品財は、農林水産等を業としていとなむものの生産又は管理に属するものとし、

試験研究、趣味鑑賞等を直接の目的とするものを含まないこと。

(2) 出品財は、そのものの性質、形状、所在個所等が比較的調査容易なものとし、審査

技術上いちじるしく困難なものを含まないこと。

(3) 出品財のうち産物については、出品者がこれを商品として継続的に生産販売してい

るものとし、農林水産祭参加表彰行事に出品するため特別に用意された技芸的製品の

類を含まないこと。

(4) 出品財の出品者は、産物の場合にあってはその生産者及び管理者、ほ場の場合にあ

ってはその管理者、技術の場合にあってはその実技者、生産者又は管理者、経営の場

合にあってはその経営者又は管理主体、女性の活躍の場合にあっては経営者、管理主

体又は部門責任者とする。

(5) 出品財は、一定の出品規格に適合するものとし、この規格を農林水産祭参加表彰行

事の開催要綱等に明記すること。ただし、経営及び女性の活躍を対象とするものは別

とする。

(6) 出品財は、その基礎となる技術及び経営を重視する建前から、生産規模、経営規模
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等に一定の条件を付し、これを当該農林水産祭参加表彰行事の開催要綱等に明記する

こと。これらの規模の指標は、計数をもって容易に表示しうる単純なものを採用し、

出品財の性質、立地条件、経営組織等に応じてこれを定めること。

なお、生産規模、経営規模等の部門別・種目別最低基準は別表②による。

７．農林水産祭参加表彰行事における審査基準

農林水産大臣賞の選賞を目的とする農林水産祭参加表彰行事の出品財の審査は、産物、

技術・ほ場、経営及び女性の活躍の種目別に、次の点を考慮して行うものとし、その要

旨をそれぞれの審査基準中に織り込むものとする。

(1) 産物について

〈動物以外の産物〉

出品財の品質に審査の重点を置き、外観の偏重を厳に避けるとともに、生産の基礎

となる技術及び経営についても十分考慮を払うこと。

選賞は、次の点を判断して行うこと。

① 食味、栄養価値、歩留り、形状、色沢、香気、耐久力その他品質が優良なこと。

② 優れた商品価値を持ち、大衆消費に適合する条件を備えていること。

③ 出品者の技術及び経営が水準以上で、出品財以外の同種の生産物もおしなべて品

質が優れ、産物として安定したものであること。

④ 生産費が高くないとみられること。

〈動物〉

家畜・家きん・淡水魚の状態とともに、その飼養管理に関する技術を併せて審査す

ること。

選賞は、次の点を判断して行うこと。

① 動物の体型資質、産出能力が優れていること。

② 動物の管理状態、管理技術が優れていること。

③ 出品者の経営が水準以上であること。

(2) 技術・ほ場について

〈技術〉

個別技能、個別技術等について、記録、成績、合理性、安定性、普及性等技術その

ものの良否を審査するとともに、その技術が出品者の経営及び地域社会に果たす役割

についても十分考慮すること。

選賞は、記録の優劣等のほか、次の点を判断して行うこと。

① 当該技術が科学的基礎を持ち、かつ、その機能が優れていること。

② 当該技術が安定性と普及性を持っていること。

③ 技術の基底に労働節約の考慮が払われていること。

④ 個別技能以外の種目については、出品者の経営が水準以上であること。

〈ほ場〉

立毛、立木等の状態とともに、その栽培管理に関する技術を併せて審査すること。

選賞は、次の点を判断して行うこと。

① ほ場における立毛、立木等の生育状態、管理状態が優れていること。

② ほ場等の管理技術が優れていること。
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③ ほ場等の産出能力が大きいこと。

④ ほ場等の管理に労働節約の考慮が払われていること。

⑤ 出品者の経営が水準以上であること。

(3) 経営について

経営全体を審査するとともに、その経営が地域社会に果たす役割についても十分考

慮すること。

選賞は、次の点を総合的に判断して行うこと。

① 立地条件からみて経営が合理性と安全性を持っていること。

② 経営が近代化、拡大化の方向をたどっていること。

③ 生産基盤の整備、資本装備の投資がかなり行われ、その利用効率が高いこと。

④ 土地利用及び労働力利用が合理的であること。

⑤ 栽培技術、飼育技術その他の技術が優れていること。

⑥ 労務管理、土地管理その他経営全体の管理について配慮されていること。

⑦ 経営が計画性を持ち、経営者の経営改善意欲が大きいこと。

⑧ 経営簿記、労働簿記又はこれに類する記帳と決算が行われ、生産性が高く農林水

産業所得が水準以上であると認められること。

(4) 女性の活躍について

女性の活躍に着目した取組又は経営全体を審査するとともに、その取組又は経営が

地域社会に果たす影響力や普及性について十分考慮すること。

選賞は、次の点を総合的に判断して行うこと。

① 女性が働きやすい環境を整備していること。

② 女性が積極的に登用され、取組が正当に評価されていること。

③ 女性の取組が、事業や地域農林漁業の発展に貢献していること。

④ 農林漁業生産に意欲的であり、経営が安定していること。

８．農林水産祭参加表彰行事における審査方法

審査は、それぞれの農林水産祭参加表彰行事の審査基準に基づき、次により、公正を

旨として行う。

(1) 審査に当たっては、可能なかぎり出品者名を秘す等の方法により、出品財に即した

評価を行い、その後において人物その他の事情を加味した総合的判断をくだすなど、

選賞の公平を期すること。

(2) 審査に当たっては、出品財に関する判断資料を全員に提供し、得点制による評価を

行うなど、審査員全員の意見が反映するよう留意すること。

(3) 選賞に当たっては、候補出品財数点を選び、これについて現地調査その他の確認調

査を行うなど、慎重な過程を踏むこと。

産物を対象とする農林水産祭参加表彰行事で現地調査の困難なものは、出品に際し

必要事項を記載した出品カード等を添えさせること。

９．天皇杯等選賞中央審査

(1) 天皇杯等の選賞資格を持つものは、当該年度の前年の７月１日から当該年度の６月

３０日までの間に、農林水産祭参加表彰行事において農林水産大臣賞を授与された出
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品財とする。

(2) 天皇杯等の選賞区分は、農産・蚕糸、園芸、畜産、林産、水産及び多角化経営の６

部門並びにこれら６部門における女性の活躍とする。

(3) 天皇杯等の選賞審査は、農林水産祭中央審査委員会において行う。

農林水産祭中央審査委員会は、農林水産大臣の委嘱する大学教授等大学関係者、試

験研究機関関係者その他学識経験者をもって構成する。

(4) 選賞審査は、７の審査基準によるほか、次の点を考慮して慎重に行う。

① 出品財の性質・内容が抜群で、広く社会の賞讃に価するものであること。

② 出品財の基礎をなす技術及び経営が特に優秀であること。

③ 出品財が農林水産業の近代化と産業的発展に役立つものであること。

④ 出品財が地域社会に貢献するものであること。

⑤ 出品者について、人物、団体の運営等が健全であること。

(5) 選賞審査は、農林水産祭中央審査委員会の分科会において、各農林水産祭参加表彰

行事の審査報告書に基づく書面審査を行い、選ばれた数点の候補出品財について現地

調査その他の確認調査を実施した後、農林水産祭中央審査委員会総会において決定す

る。

分科会は、天皇杯等の選賞区分の部門ごとに６分科会を設けるほか、別に経営分科

会を設ける。

(6) 経営、女性の活躍等に属する受賞出品財で、天皇杯等の選賞に当たり部門別区分の

不分明なものについては、関係分科会の議を経てそれぞれ適当な区分を決定する。

(7) 書面審査、現地調査等の協力者として、必要に応じ、農林水産祭中央審査委員会に

専門委員を置く。

(8) 農林水産祭中央審査委員会は、審査の過程において必要に応じ、農林水産祭参加表

彰行事の選賞に参加した審査員の長の意見を徴するものとする。

附 則（昭和５７年７月２０日付け５７総第３７３号）

１．この要領は、昭和５８年度の農林水産祭参加表彰行事から適用する。

２．この要領の実施の日（昭和５７年７月２０日）までにおいて、昭和５８年度の農林水

産祭参加表彰行事で、改正前の農林水産祭表彰要領９の農林水産祭審査員団の審査員の

指名配属を受けたものについては、改正前の農林水産祭表彰要領を適用する。

附 則（昭和６２年８月３１日付け６２総第３６０号）

この要領の改正後の規定は、昭和６３年度の農林水産祭参加表彰行事から適用する。

ただし、昭和６３年度においては、「８月１日」とあるのは、「９月１日」と読み替

えるものとする。

附 則（平成２７年６月２３日付け２７総第１１号）

この要領の改正後の規定は、平成２７年６月２３日から施行し、平成２７年度の農林

水産祭表彰行事から適用する。

ただし施行日前に出品した出品財のうち生活種目に係るものについては、女性の活躍
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種目として出品されたものとする。

附 則（平成２９年５月１９日付け２９文第４３号）

この要領の改正後の規定は、平成２９年５月１９日から施行し、平成２９年度の農林

水産祭参加表彰行事から適用する。ただし、施行日前に出品された出品財のうち、経営

及び女性の活躍に係るもので、農林水産物の加工・販売や部門を越えた複数品目の栽培

等、他の部門の枠に収まらない顕著な取組が見られる出品財については、多角化経営部

門において審査できるものとする。

附 則（平成３０年７月３１日付け３０文第８３号）

この要領の改正後の規定は、平成３０年７月３１日から施行し、平成３１年度の農林

水産祭参加表彰行事から適用する。

この場合において、平成３１年度においては、「７月１日」とあるのは、「８月１日」

と読み替えるものとする。
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別表①（４の(1)関係） 受受賞賞のの対対象象ととななるる有有形形財財・・無無形形財財のの範範囲囲

部門

農産・蚕糸 園 芸 畜 産 林 産 水 産 多角化経営

種目

米 果実 牛乳 きのこ類 海藻類 －

麦類 野菜 食肉 木炭 真珠

雑穀 花き 鶏卵 竹材 水産加工品

豆類 種苗 その他畜産物 その他特用林産物 淡水魚

種苗 園芸加工品 飼料作物調整品 木材

産 物 農産加工品 畜産加工品 種苗

まゆ 家畜・家きん 林産加工品

生糸
（玉糸を含む。）

桑苗

地域特産物
(茶、こんにゃく等

の工芸作物、いも類、

その他地域の特産農

産物)

地域特産加工品

上の各部門に属するひな鑑別、装てい、削てい等の個別技能及び生産行程の －
一部に関する個別技術

技術・ほ場 ほ場については、次のとおりの範囲とする。

立毛ほ 立毛ほ 飼料ほ 林地 養殖場

種苗ほ 果樹園 牧野 （肥培を含む。） 養魚池

桑園 種苗ほ 苗ほ

地域特産物に （母樹林を含む。）

係る園

農産・蚕糸、園芸、畜産、林産及び水産の各部門に属する個人経営、法人経営、生産集団（管

経 営 理主体の明確なもの）に係る経営。なお、農林水産物の加工・販売や部門を越えた複数品目の

栽培等、他の部門の枠に収まらない顕著な取組がみられる出品財については、多角化経営部門

において審査できる。

農産・蚕糸、園芸、畜産、林産及び水産の各部門に属する個人又は組織の活動において女性の

女性の活躍 活躍を推進し、又は女性が顕著な貢献をしている取組又は経営管理。なお、農林水産物の加工

・販売や部門を越えた複数品目の栽培等、他の部門の枠に収まらない顕著な取組がみられる出

品財については、多角化経営部門において審査できる。
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別表②（６の(6)関係） 出出品品条条件件ととししててのの生生産産規規模模・・経経営営規規模模等等のの最最低低基基準準

部門
農産・蚕糸 園 芸 畜 産 林 産 水 産 多角化経営

種目

計数による最低基準は特に設けないが、地域の生産の実情に応じて生産規模 －
産 物

及び経営規模について十分考慮すること。

個別技能、個別技術については特に最低基準は設けない。 －

ほ場については、以下のとおりの最低基準とする。

出品財の面積 出品財の面積 出品財の面積 出品財の面積 出品財の面積

立毛ほ 立毛ほ 飼料ほ 林地 養殖場
10アール以上 20アール以上 ５アール以上

技術・ほ場 種苗ほ 果樹園 牧野 苗ほ 淡水養魚池
50アール以上 10アール以上 １アール以上

桑園 種苗ほ
10アール以上

地域特産物に ただし、施
係る園 設園芸につい
10アール以上 ては、５アー

ただし、茶 ル以上
園、こんにゃ
くほ及びその
他地域の特産
農産物に係る
施設園芸ほに
ついては、５
アール以上

耕地１ﾍ ｸ ﾀ ｰ ﾙ 耕地１ﾍ ｸ ﾀ ｰ ﾙ 乳用牛 林地 平年水揚高 計数による最低

以上の経営 以上の経営 経産牛10頭以上 ３ヘクタール 190万円以上 基準は特に設け
ただし、茶、 ただし、施 の経営 以上の経営 の漁業経営 ないが、経営全

こんにゃく及 設園芸につい 体における主部
びその他地域 ては、耕地50 肉用牛 苗ほ 門の経営規模が
の特産農産物 アール以上の ５頭以上の経営 50アール以上 左記の基準を概
に係る施設園 経営 の経営 ね満たしてお
芸については、 豚 り、かつ農林水
50アール以上 果樹園50アー 80頭以上の経営 しいたけほだ 産物の加工・販

経 営 の経営 ル以上の経営 ただし、繁殖 木 売や部門を越え
専門経営の場 3,000本以上の た複数品目の栽

桑園 合は、子取り 経営 培等、他の部門
40アール以上 めす豚10頭以 の枠に収まらな
の経営 上の経営 い顕著な取組が

みられるかとい

採卵鶏 う点について、
700羽以上の経営 十分考慮するこ

と。
ブロイラー
年間出荷羽数

30,000羽以上

の経営

計数による最低基準は特に設けないが、女性の活躍に鑑み、地域社会に果たす影響力や普及性

女性の活躍 について十分考慮すること。また、多角化経営部門での審査を行う場合は、農林水産物の加工

・販売や部門を越えた複数品目の栽培等、他の部門の枠に収まらない顕著な取組がみられるか

という点について十分考慮すること。
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農 林 水 産 祭 参 加 手 続 
 

制 定：昭和３７年７月１２日付け３７総第１７９５号農林事務次官通達 
一部改正：昭和４９年８月２９日付け４９総第４５７号 

 〃  ：昭和５３年１０月５日付け５３総第８８０号 
 〃  ：昭和５７年７月２０日付け５７総第３７４号 
 〃  ：平成９年１２月２５日付け９総第４５１号 
 〃  ：平成２５年８月２９日付け２５総第７０号 
 〃  ：令和３年８月５日付け３文第１４号 

 
 

 農林水産祭参加を希望する表彰行事の主催者は、開催２か月前までに、参加申込書（様

式第１号）を公益財団法人日本農林漁業振興会（以下「振興会」という。）に提出する

とともに、農林水産大臣賞状交付申請書（様式第２号）又は農林水産大臣賞状交付及び

副賞の名義使用許可申請書（様式第３号）（都道府県をその事業範囲とする団体の場合

は、当該都道府県知事を経由）を振興会を通じ、農林水産省に提出する。 
 農林水産祭参加申込書には、表彰行事の名称、開催期日、開催場所、参加区域、主催

者の名称及び構成、出品財の種類、出品規格、審査基準、審査方法、審査員名簿、収支

予算書、部門別出品見込点数、擬賞点数等を記載した調書を添付する。 
 振興会は、協議審査の上、農林水産大臣の承認を得て、主催者あて速やかにその認否

を通知する。 
 主催者は、農林水産祭参加表彰行事の終了後、速やかに農林水産大臣賞受賞出品財の

概要、審査成績、審査経過等を記載した選賞審査報告書を振興会に提出する。報告書に

は、表彰行事収支決算書のほか、当該表彰行事の際に配付された開催要綱、審査規程、

審査員名簿等の印刷物を添付する。 
 
附 則（平成２５年８月２９日付け２５総第７０号） 

１ この通知は、平成２５年８月２９日から施行する。 
２ この通知の施行日前に提出された農林水産祭の参加申込等は、公益財団法人日本農

林漁業振興会に対し参加申込等があったものとみなす。 
 
附 則（令和３年８月５日付け３文第１４号） 
１ この通知は、令和３年８月５日から施行する。 
２ この通知の施行の際現にあるこの通知による改正前の様式（次項において「旧様式」

という。）により使用されている書類は、この通知による改正後の様式によるものと

みなす。 
３ この通知の施行の際現にある旧様式については、当分の間、これを取り繕って使用

することができる。 
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様式第１号（ 関係） 
 

番 号  
年 月 日  

 
公益財団法人日本農林漁業振興会理事長 殿 
 

所在地 
主催者  

 
農林水産祭参加申込書 

 
このことについて、農林水産祭開催要綱及び農林水産祭表彰要領に基づき、別添のとお

り農林水産祭への参加を希望するので、関係書類を添えて申し込みます。 
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農 林 水 産 祭 参 加 申 込 書 別 紙

１．表 彰 行 事 の 名 称

２．開 催 期 日  自 年 月 日

 至 年 月 日

３．開 催 場 所

４．参 加 区 域

５．主催者の名称及び構成

６．出品点数及び擬賞点数

（注：品目が多数の場合は別紙にすること。）

部 門 種 目 出品財 品 目 出品点数
擬賞点数 

大臣賞 その他 
(前回分) 今回分 (前回分) 今回分 種 類 (前回分) 今回分 

( ) ( ) ○○賞

○○賞

○○賞

( ) 
( ) 
( ) 
( ) 

( ) ( ) 
( ) 
( ) 
( ) 

( ) ( ) 
( ) 
( ) 
( ) 

計 ( ) ( ) ○○賞

○○賞

○○賞

( ) 
( ) 
( ) 

７．出 品 規 格 （別紙のとおり）

８．審 査 基 準 （別紙のとおり）

９．審 査 方 法 （別紙のとおり）

１０．審 査 員 名 簿 （別紙のとおり）

１１．収 支 予 算 （別紙のとおり）

１２．次 回 開 催 の 予 定 有り（ 年 月） ・ 無し
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様式第２号（ 関係）

番 号

年 月 日

農林水産大臣 殿

（公益財団法人日本農林漁業振興会経由）

所在地

主催者

農林水産大臣賞状交付申請書

このことについて、下記のとおり農林水産大臣賞状の交付を申請します。

記

１．表 彰 行 事 の 名 称

２．開 催 期 日 自 年 月 日

至 年 月 日

３．表 彰 月 日

４．表 彰 場 所

５．農林水産大臣賞状交付希望数

〔備考〕 局長、長官等賞状の交付申請についても、この様式によること。申請に当た

っては、下線部を申請先に書き換えること。
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様式第３号（ 関係） 
 

番 号  
年 月 日  

 
農林水産大臣 殿 
（公益財団法人日本農林漁業振興会経由） 

所在地 
主催者  

 
農林水産大臣賞状交付及び副賞の名義使用許可申請書 

 
このことについて、下記のとおり農林水産大臣賞状の交付及び副賞に対する名義の使用

許可を申請します。 
 

記 
 
１．表 彰 行 事 の 名 称 

 
２．開 催 期 日  自 年 月 日 

 
 至 年 月 日 

 
３．表 彰 月 日 

 
４．表 彰 場 所 

 
５．農林水産大臣賞状交付希望数 

 
６．副 賞 の 種 類 

 
７．副賞に入れる予定の文字 

 
８．副賞は次の年に返還されるものであるか 

 
〔備考〕 局長、長官等賞状の交付及び副賞に対する名義の使用許可申請についても、

この様式によること。申請に当たっては、下線部を申請先に書き換えること。 
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農農林林水水産産祭祭参参加加手手続続にに関関すするる留留意意事事項項ににつついいてて  

平成元年 月１日付け元日農振第 号

日本農林漁業振興会会長通知

一部改正：平成 年９月 日付け 日農振第 号

公益財団法人 日本農林漁業振興会理事長通知

一部改正：平成 年７月 日付け 日農振第 号

一部改正：令和元年 月 日付け元日農振第 号

１．農林水産祭参加申込書、農林水産大臣賞状交付申請書及び長官賞状又は局長賞状の交付申請

書（以下「農林水産祭参加申込書等」という。）は、農林水産祭参加を希望する行事の募集告

知日の２ヵ月前までに必ず公益財団法人日本農林漁業振興会（以下「振興会」という。）に提

出する。

なお、やむを得ず期限までに農林水産祭参加申込書等の提出ができない場合は、直ちに振興

会に協議すること。

２．農林水産祭参加申込書等は、正本１部及び電子データ（電子メールの添付ファイルまたはＣ

Ｄ等）を提出すること。

なお、参加申込書の提出に当たっての具体的な方法については、振興会が別に定め、ホーム

ページ上に掲載する。

３．農林水産祭参加申込書等には、それぞれ都道府県知事の副申を添付すること。

（ただし、全国をその事業範囲とする農林水産団体等及び都道府県の主催する行事について

は、副申の添付を要しない。）

４．地方農政局長賞状の交付を申請する場合は、農林水産祭参加申込書の写しとともに、長官賞

状又は局長賞状の交付申請の様式による交付申請書を、所管の地方農政局長に直接提出するこ

と。なお、地方農政局長賞の擬賞点数は、必ず農林水産祭参加申込書の擬賞点数記載欄に記入

すること。

５．新たに農林水産祭に参加を希望する表彰行事については、募集告知日の６ヶ月前までに、こ

れまで参加してきた表彰行事であって、その出品財の内容が、従来のものに比して新規の試み

のものである場合は、募集告知日の４ヶ月前までに、その内容について振興会に協議すること。

なお、協議のための事前協議書等の様式、必要書類、提出方法等については、振興会のホー

ムページに掲載する。

６．農林水産祭の参加申込後において、農林水産祭参加申込書等（添付書類を含む。）の記載内

容に変更のあった場合は、その変更の内容を記載した主催者名の文書を、農林水産祭参加申込

書等の提出手続に準じて提出すること。

７．農林水産祭参加申込書等に記載する表彰行事の名称は同一にし、主催者の氏名又は名称及び

住所を必ず記載すること。

附 則（平成元年 月１日付け元日農振第 号）

この留意事項の改正後の規定は、平成元年８月１日以降の農林水産祭参加表彰行事から適用

する。

附 則（平成 年９月 日付け 日農振第 号）

この留意事項の改正後の規定は、平成 年８月１日以降の農林水産祭参加表彰行事から適

用する。
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附 則（平成 年７月 日付け 日農振第 号）

この留意事項の改正後の規定は、平成 年８月１日以降の農林水産祭参加表彰行事から適

用する。

附 則（令和元年 月 日付け元日農振第 号）

この留意事項の改正後の規定は、令和元年 月１日以降の農林水産祭参加表彰行事から適用

する。
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農林水産大臣賞選賞審査報告書の提出要領について 
 

               昭和 49年８月 30日付け 49日農振第 193号 

               日本農林漁業振興会会長通知 

               一部改正：平成元年６月 １日付け元日農振第 132号 

                 〃  ：平成４年５月 19日付け４日農振第 116号 

  〃  ：平成 9年 12月 25日付け 9日農振第 481号 

                    日本農林漁業振興会理事長通知 

                 〃  ：平成 25年９月６日付け 25日農振第 341号 

                 〃  ：平成 29年７月 31日付け 29日農振第 167号 

                 〃  ：平成 30年７月 31日付け 30日農振第 188号 

                                 〃  ：令和元年６月 26日付け元日農振第 79号 

                 〃  ：令和３年 8月 5日付け３日農振第 204号 

 

 

 １．提 出 先 

   選賞審査報告書は、公益財団法人日本農林漁業振興会に提出すること。 

ただし、都道府県区域及びブロック区域を事業範囲とする農林水産団体等の主催する行事につ

いては、それぞれの主催者の所在する都道府県知事の副申を添付して提出すること。 

 

 ２．提 出 部 数 正本 1部及びその電子データ（電子メールの添付ファイルまたはＣＤ等で提出） 

 

 ３．提 出 期 限 表彰行事終了後１ヵ月以内（ただし、6月中に表彰行事の終了したものは同月中） 

 

 ４．報告書の作成 

  (1) 別紙様式記の１．農林水産大臣賞受賞者については、農林水産大臣賞受賞者ごとに、作成の

こと。 

  (2) １表彰行事が複数部門にわたって行われた場合（例えば○○共進会、受賞部門～農産・蚕糸、

園芸、畜産等の場合）は、別紙様式の記１．については、(1)に準じて農林水産大臣賞受賞者

ごとに、記の２．については、部門ごとに作成のこと。 

  (3) 出品者の概要欄には、受賞した出品財の特徴を詳しく記載すること。 

  (4) 審査に際し、参考と思われる資料を添付すること。 

  

５． 農林水産大臣賞選賞審査報告書補完資料について 

「農林水産大臣賞選賞審査報告書補完資料の作成について」（平成 24年２月９日付け 24日農振第

28号）に基づく、補完資料については、選賞審査報告書と同時に提出すること。  

 

6． その他 

その他、選賞審査報告書の提出に当たっての具体的な方法については、振興会が別に定め、ホ

ームページ上に掲載する。 
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附 則（昭和 49年８月 30日付け 49日農振第 193号） 

   この提出要領の改正後の規定は、昭和 49年９月１日以降の農林水産祭参加表彰行事から適用する。 

附 則（平成元年 ６月 １日付け元日農振第 132号） 

   この提出要領の改正後の規定は、平成元年８月１日以降の農林水産祭参加表彰行事から適用する。 

附 則（平成４年 5月 19日付け４日農振第 116号） 

   この提出要領の改正後の規定は、平成４年８月１日以降の農林水産祭参加表彰行事から適用する。 

附 則（平成 9年 12月 25日付け 9日農振第 481号） 

この提出要領の改正後の規定は、平成 10年 8月１日以降の農林水産祭参加表彰行事から適用する。 

附 則（平成 25年９月６日付け 25日農振第 341号） 

この提出要領の改正後の規定は、平成 25年８月１日以降の農林水産祭参加表彰行事から適用する。 

附 則（平成 29年 7月 31 日付け 29日農振第 167号） 

この提出要領の改正後の規定は、平成 29年８月１日以降の農林水産祭参加表彰行事から適用する。 

附 則（平成 30年 7月 31日付け 30日農振第 188号） 

この提出要領の改正後の規定は、平成 30年８月１日以降の農林水産祭参加表彰行事から適用する。 

  附 則（令和元年 6月 26日付け元日農振第 79号） 

この提出要領の改正後の規定は、令和元年 7月１日以降の農林水産祭参加表彰行事から適用する。 

   附 則（令和３年 8月 5日付け３日農振第 204号） 

この通知は、令和３年８月５日から施行する。 
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別紙様式１ 

 

番     号 

年  月  日 

 

 公益財団法人 日本農林漁業振興会理事長  殿 

 

 

 

                        所在地 

                        主催者              

 

農 林 水 産 大 臣 賞 選 賞 審 査 報 告 書 

 

 下記のとおり第 回農林水産祭における農林水産大臣賞の報告をいたします。 

 

記 

 

１．農林水産大臣賞受賞者について 

部門 種目 出品財 品目 
受       賞       者 

住  所 氏  名 年 令 

 

 

 

 

 

   ○○〒〒    

 

① 出品財の概要について 

  （農林水産大臣賞受賞の根拠となった出品財の特徴を具体的に記載すること。） 

② 審 査 成 績 

  （審査基準とおおむね対比して記載すること。） 

③ 審 査 経 過 

  (審査方法とおおむね対比して記載した審査員の長の報告書を添付すること。） 
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２．表彰行事について 

 ① 表彰行事の名称 

 ② 開 催 期 日    自     年  月  日  至     年  月  日 

 ③ 開 催 場 所 

 ④ 参 加 区 域 

 ⑤ 主催者の名称及び構成 

 ⑥ 出 品 点 数 

 

部  門 種  目 出 品 財 品  目 出品点数 

 

 

 
   

 

 
   

 

計 

 

    

 

 ⑦ 出 品 規 格 （別 紙）  

 ⑧ 審 査 基 準 （ 〃 ）  

 ⑨ 審 査 方 法 （ 〃 ）  

 ⑩ 審 査 員 名 簿 （ 〃 ）  

 ⑪ 収 支 決 算 書 （ 〃 ）  

 ⑫ 局長・長官賞 （ 〃 ）  

        

 （注）１．⑫の別紙は、１．「農林水産大臣賞受賞者について」の様式に準じて作成すること。  

    ２．農林水産大臣賞選賞審査補完資料を同時に提出すること。 
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１２日農振第４８０号 

平成１３年３月２９日 

都道府県 

農林水産祭 担当部長    殿 

全国行事主催団体の長 

財団法人日本農林漁業振興会 

理事長 原 田 睦 民 

 

農林水産大臣賞選賞審査報告書提出に関する留意事項について 

 

農林水産大臣賞選賞審査報告書（以下「報告書」という。）については、「農林 

水産大臣賞選賞審査報告書の提出要領について」（昭和４９年８月３０日付け４９ 

日農振第１９３号日本農林漁業振興会会長通知）に基づき提出いただいておりま 

すが、報告書は単に農林水産祭参加表彰行事の実施内容を確認するということだ 

けでなく、「農林水産祭表彰要領」（昭和３７年６月１２日付け３７総第１３６９ 

号農林事務次官依命通達）（以下「表彰要領」という。）の 9.天皇杯等選賞中央審 

査の項に記載されているとおり、最終的には農林水産祭中央審査委員会において 

農林水産大臣賞受賞者の業績内容等を把握し、天皇杯等受賞者を選考するための 

基本的審査資料として、極めて重要なものであります。 

このため、特に都道府県及び主催団体には下記の点について、関係者への周知 

徹底を図っていただきますようお願いいたします。 

なお、天皇杯等選賞中央審査の資料として不十分なものは必要に応じて資料の 

追加提出を求めますので、ご協力の程よろしくお願い申し上げます。 

 

                 記 

 

1.  天皇杯等選賞中央審査においては、表彰要領 9.の(4)の諸点を考慮して行われ 

るので、報告書の記の 1.の②の作成に当たっては 9.の(4)の①から⑤までの指標、 

特に②の経営に関する指標（例えば、耕地面積、労働力、施設、機械、家畜、 

資材、生産量、販売額、生産性、資金、経営収支、共同化等の指標によって、 

当該経営（当該部門）が地区（地域）、都道府県或いは、全国の水準に比較して、 

優れているか否かについて判断可能な指標）を表彰要領 7.の経営についての諸 

点から記載すること。 

 

2.  報告書の記の 1.の①においては、表彰行事の内容（審査の基準、方法、成績、 

経過等）については勿論のこと、受賞者の業績概要、地域概況等についても、 

できるだけ詳細な資料を作成し、他の受賞者と比較審査が可能となるような資 

料とすること。 

 

3.  表彰行事の企画、参加申込の時から、これらのことを念頭におき、当該開催 

要領、審査基準、経営概況等について、十分な報告書を作成するに必要な資料 

が得られることとなるよう準備すること。 
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２９日農振第１６８号 

平成２９年７月３１日 

                            

全国行事主催団体の長 

都道府県農林水産祭担当部長   殿 

                    公益財団法人 日本農林漁業振興会 

                     理 事 長  奥 野 長 衛 

   

 

農林水産大臣賞選賞審査報告書補完資料の一部変更について 

 

 農林水産大臣賞選賞審査については、農林水産大臣賞選賞審査報告書（以下「審査

報告書」という。）と併せて、平成２４年度から「農林水産大臣賞選賞審査報告書補

完資料の作成について」（平成24年２月９日付け24日農振第28号 財団法人日本農林

漁業振興会理事長通知。）に基づき農林水産大臣賞選賞審査報告書補完資料（以下「補

完資料」という。）の提出をお願いしてまいりました。 

今般、「農林水産祭開催要綱」及び「農林水産祭表彰要領」の一部改正等に伴い補

完資料の一部が変更となりました。 

つきましては、今後下記によりご提出いただきますようお願い致しますとともに、

貴（都道府県）下の表彰行事主催者並びに担当部局担当者へ周知徹底していただきま

すようお願い申し上げます。 

 

記 

 

Ⅰ 補完資料の様式 

 （公財）日本農林漁業振興会のホームページに掲載します。 

 

Ⅱ 補完資料の記入にあたって 

（別紙） 

 

 Ⅲ 適用時期 

   原則として、平成３０年度（第５７回）以降（平成２９年８月１日以降の表彰）

の農林水産祭参加表彰行事から適用します。審査報告書の提出と同時に補完資料

を提出してください。 

 

 Ⅳ 補完資料の提出先等 

  １ 提 出 先  〒107－0052 東京都港区赤坂1－9－13三会堂ビル7Ｆ 

公益財団法人 日本農林漁業振興会 

ＴＥＬ 03－6441－0791(代) 

          Ｅ-mail jigyou@affskk.jp 

 

２ 提出部数  ５部（正本１部、副本４部） 
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　（別紙）

○　補完資料は、１．受賞者の概況と２．品目ごとの概況（多角化経営は、経営ごとの概況）に分かれます。

部門 １．受賞者の概況 ２．品目ごとの概況

= ＋

①酪農 ④採卵鶏
＝ ＋ ②肉用牛 ⑤肉用鶏

③養豚

２．経営ごとの概況

○○記記入入にに関関すするる照照会会先先
　　農林水産省　各担当部局の農林水産祭参加表行事担当者（以下のとおり）あてに

住所 100-8950 東京都千代田区霞が関１－２－１
電話 03-3502-8111（農林水産省代表）＋内線

内線
農産局　穀物課　（稲、麦、大豆） 4787
農産局　果樹・茶グループ　（茶、養蚕、地域特産作物） 4794
新事業・食品産業部　新事業・食品産業政策課　（農産加工品） 4006
農産局　園芸作物課　 4825
農産局　果樹・茶グループ　（果樹） 4973
畜産局　畜産振興課　 4853
林野庁　森林整備部　研究指導課　 6210
水産庁　漁政部　加工流通課　 6615
水産庁　増殖推進部　研究指導課　 6779
経営局　経営政策課 5140
輸出・国際局　輸出支援課 4345
新事業・食品産業部　新事業・食品産業政策課 4307
経営局　経営政策課 5140
経営局　就農・女性課 5194

○○農農林林水水産産祭祭表表彰彰業業務務にに関関すするる照照会会先先

住所 107-0052 東京都港区赤坂１－９－１３　三会堂ビル７Ｆ

電話

E-mail

多角化
経営

＝
・多角化経営部

門
＋

畜産 ・畜産部門

林産

園芸

農産･蚕糸
・耕種（農産・蚕
糸、園芸部門）
共通

＋

・多角化経営
部門

・農産・蚕糸
部門

・林産部門

・畜産部門

jigyou@affskk.jp

03-6441-0791（代）

多角化経営

　ご照会ください。

　　　　　　　　選選賞賞審審査査報報告告書書補補完完資資料料のの記記入入ににああたたっってて

○　この資料は、天皇杯等三賞の選賞審査にあたり、大臣賞受賞者の経営等の全般を審議する上で重要な資
料となりますので、期日までの報告に御協力願います。（期日までにご報告いただけない場合は、十分な審査
が行えない場合があります。）

○　１．受賞者の概況は、耕種（農産・蚕糸、園芸部門）共通、畜産部門、林産部門、水産部門、多角化経営部
門に分かれています。

○　２．品目ごとの概況は、農産・蚕糸、園芸、畜産、林産、水産部門ごとに分かれています。
　　農産・蚕糸部門、畜産部門、水産部門の品目ごとの概況は、さらに細分化されていますので、ご注意くださ
い。

＝ ＋

※令和４年２月現在

畜　　　産

担当部局（農林水産祭表彰行事担当者）

農産・蚕糸

水　　　産

園　　　芸

〇　１．受賞者の概況の（５）経営収支のうち、耕種（農産・蚕糸、園芸部門）、畜産部門、多角化経営部門につ
いては、経営収支（Ａ）と（Ｂ）があり個人と法人で様式が異なります。

・水産部門

部　　　門

　公益財団法人　日本農林漁業振興会　事業部

①産物（水産加工）
①産物（水産加工以外）

林　　　産

女性の活躍

・水産部門水産

①農産（稲、麦、大豆）
②茶
③　①②以外

・園芸部門

＝ ・林産部門
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（参考） 

 

 農林水産大臣賞選賞審査報告書補完資料の提出について 

 

平成 24 年２月９日付け 24 日農振第 28 号 

日本農林漁業振興会理事長通知 

一部改正：平成 25 年９月９日付け 25 日農振第 323 号 

〃   ：平成 27 年６月 30 日付け 27 日農振第 170 号 

 

１．提出先（農林水産大臣賞選賞審査報告書の提出要領に準じる） 

107-0052 東京都港区赤坂 1 丁目 9 番１３号三会堂ビル７階 

公益財団法人日本農林漁業振興会 

ＴＥＬ 03－6441－0791 Ｅ-mail jigyou@affskk.jp 

 

２．提出部数（農林水産大臣賞選賞審査報告書の提出要領に準じる） 

５部（正本１部、副本４部） 

 

３． 提出期限(農林水産大臣賞選賞審査報告書の提出要領に準じる） 

農林水産大臣賞選賞審査報告書の提出と同時に提出すること。 

表彰行事終了後１ヵ月以内（ただし、７月中に表彰行事の終了したものは同月中） 

 

４．報告書の作成・提出 

この資料は、農林水産大臣賞選賞審査報告書と同様に天皇杯等三賞選賞審査にあた

り、農林水産大臣賞受賞者の経営等の全般を審議する上で重要な資料となるので、期限

までに必ず提出すること。 

また、期限までに提出がない場合は、審査会での審査が出来ないため、やむなく審査

対象から除外されることもあるので、留意すること。 

(1) 記入にあたって 

補完資料は、 

◇１．受賞者の概況と２．品目ごとの概況にわかれる。 

◇１．受賞者の概況は、耕種（農産、園芸、蚕糸・地域特産部門）共通、畜産部門、林産

部門、水産部門にわかれる。 

◇２．品目ごとの概況は、農産、園芸、畜産、蚕糸・地域特産、林産、水産の各部門ごと

に分かれる。 

◇畜産部門、蚕糸・地域特産部門、水産部門の品目ごとの概況は、さらに細分化されるの

で、注意すること。 
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(2)農林水産大臣賞選賞審査報告書補完資料の記入及び農林水産祭表彰業務に関する照会

先 

別紙参照。 

 

附則（平成 24 年２月９日付け 24 日農振第 28 号） 

この規定は、原則として平成 24 年度（第 51 回）以降の農林水産祭参加表彰行事から適

用する。 

附則（平成 25 年９月９日付け 25 日農振第 323 号） 

この改正後の規定は、平成 26 年度（第 53 回）以降の農林水産祭参加表彰行事から適用

する。 

附則（平成 27 年６月 30 日付け 27 日農振第 170 号） 

この改正後の規定は、平成 28 年度（第 55 回）以降（平成 27 年８月１日表彰以降）の農

林水産祭参加表彰行事から適用する。 
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事 務 連 絡

令和３年８月２日

農林水産祭参加行事事務担当者 各位

農林水産省大臣官房文書課

農林水産大臣賞受賞者の農林水産省 サイト掲載について

（ご協力依頼）

農林水産祭関係事務に関しましては、常日頃の御理解、御協力を賜り感謝申し

上げます。

この度、農林水産省大臣官房秘書課から別添事務連絡のとおり協力依頼があ

り、農林水産大臣賞受賞者を農林水産省 サイトへ掲載することとなりました

のでお知らせします。

農林水産省 サイト掲載に当たって、表彰行事毎に農林水産大臣賞受賞者を

担当課から秘書課へ報告する必要がございます。

農林水産祭参加行事においては、行事終了報告書を廃止したところであり、再

びお手数おかけすることとなり大変恐縮ではございますが、令和３年７月以降、

受賞者が決定しましたら、農林水産省 サイトに掲載されることを受賞者の皆

様へお伝えいただくとともに、速やかに別紙様式に記載の上、お名前等の転記誤

りを防止するため、 ファイルをメールにて文書課顕彰普及担当

（ ）へご提出くださいますよう、ご協力をよろしくお願

い申し上げます（メールの件名は、農林水産大臣賞受賞者の報告（表彰行事名）

としてください）。

なお、記載方法については、別紙様式の記載例をご参考にしてください。

【お問い合わせ先】

農林水産省大臣官房文書課総務班

顕彰普及担当 廣本
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令和３年７月１日

農林水産省大臣官房秘書課

農林水産大臣賞受賞者の農水省 掲載について

（大臣賞受賞者の報告依頼）

平素より農林水産大臣賞はじめ各種表彰事務にご理解、ご協力を賜り、感謝

申し上げます。

各種表彰行事において授与している農林水産大臣賞は、農林水産分野におけ

る特に優れた行いを表彰するものであり、その表彰は、広く知られることによ

って顕彰としての実が得られること等の観点から、この度、農林水産省の に

大臣賞受賞者の一覧を掲載することといたしました。

つきましては、農林水産大臣賞の授与対象者が決定されましたら、速やかに

所管局庁を経由して大臣官房秘書課へ別紙様式を報告頂きますよう、ご協力を

お願いいたします。

【担当】

農林水産省大臣官房秘書課

栄典専門官 佐藤

栄典第２係長 廣瀨

：
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農林水産大臣賞受賞者一覧（農林水産祭参加行事）

行事名

主催者

概要

表彰日

都道府県 市町村 受賞者名

関連URL

担当課
※農林水産大臣賞受賞者が決定しましたら速やかに本様式をExcelファイルで文書課顕彰普及担当（kensyofukyu@maff.go.jp）へ
メール送付ください。ご協力をよろしくお願いいたします。

受賞者

大臣官房文書課（03-3502-8040）
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１ ３ 日 農 振 第 ８ ３ 号 
平成１３年４月２６日 

 都道府県知事  
 全国行事主催団体の長  殿  

財団法人日本農林漁業振興会  
理事長 原 田 睦 民  

 
農林水産祭参加表彰行事における夫婦連名での大臣賞表彰について  

 
 平成１３年度農林水産祭参加表彰行事（平成１２年８月１日から平成１３年７

月３１日までに表彰したもの）から、夫婦連名での大臣賞表彰を行う場合につい

て、下記により実施していただきたくご理解とご協力をお願い申し上げます。  
 なお、関係機関への周知徹底方のほどお願いいたします。  
 

記  
 
1. 夫婦連名での大臣賞表彰の対象としうる表彰基準に該当する場合とは、農林

水産業経営の当該表彰に係る部門への夫婦の参画の状況が、次の①から③まで

の文書等により明らかであり、かつ経営主の配偶者の貢献度が高いと認められ

る場合とする。主催者は、開催要領、審査要領等において表彰基準を明記し、

審査、表彰にあたっては、①から③までのいずれかにより夫婦連名の表彰に相

当するか否かについて必ず確認することとする。  
 ① 家族経営協定書  
 ② 作業日誌等、当該表彰に係る部門における経営主の配偶者の作業分担、従

事日数等が概ね５割に達していると確認できる書類  
 ③ 農業改良普及センター又は農林漁業についての類似の普及指導組織等によ

る意見書  
 
2. この文書を受理した後に、上記表彰基準により夫婦連名での大臣賞表彰を行

おうとする平成１３年度農林水産祭参加表彰行事を主催する都道府県、団体に

あっては、参加申込書・大臣賞状交付申請書の提出の際に添付する開催要領、

審査要領等に、その旨明記することとし、明記することが間に合わない場合に

は、参加申込書・大臣賞状交付申請書中本文になお書きで夫婦連名の大臣表彰

が含まれている旨付記することとする。  
 また、参加申込書・大臣賞状交付申請書の提出が済んでいるもので、夫婦連

名での表彰基準に該当し、夫婦連名での大臣賞表彰を行おうとするものについ

ては、その旨の文書（この場合、当該表彰行事に係る大臣賞状交付申請書の写

を必ず添付するものとする。）を至急提出するものとする。  
  なお、農林水産大臣賞状の再交付は行わない。  
 
3. 夫婦連名での大臣賞表彰に係る選賞審査報告書には上記 1.の①から③までの

文書等を添付すること。  
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                         １ ９ 農 振 第 ３ ８ １ 号   

平成１９年１２月１９日 
 
   （都道府県知事あて）  
           知 事  殿  

財団法人日本農林漁業振興会  
理事長 宮 田   勇  

 
 

農林水産祭参加表彰行事における夫婦連名大臣賞表彰について  
 

平成１３年４月２６日付け１３日農振第８３号「農林水産祭参加表彰行事

における夫婦連名での大臣賞表彰について」（都道府県知事、全国行事主催

団体の長あて通知）に基づいて、夫婦連名での大臣賞表彰を行ってきました

が、残念ながら該当件数は伸び悩んでおります。  
農林水産業においては多くの場合、経営主の配偶者の貢献度は極めて高

い実態にありますので、今後、夫婦連名表彰を積極的に推進したいと考え

ておりますので、ご協力のほどお願いします。  
なお、この観点から夫婦連名表彰についての上記通知を下記のように改

めますので、今後はこれに基づいて実施していただきたくよろしくお願い

します。  
追って、お手数ですが表彰行事関係者等への周知徹底方お願い申し上げ

ます。  
記  

 
１ 夫婦連名での大臣賞表彰基準  

 夫婦連名での表彰基準は、これまでと同様、農林水産業経営の当該表

彰に係る部門への夫婦の参画状況が、次の①から③までの文書等により

明らかであり、かつ経営主の配偶者の貢献度が高いと認められた場合と

する。主催者は、開催要領、審査要領等において表彰基準を明記し、審

査、表彰にあたっては、①から③までのいずれかにより夫婦連名の表彰

に相当するか否かについて必ず確認する。  
①  家族経営協定書  
②  作業日誌等、当該表彰に係る部門における経営主の配偶者の作業分

担、従事日数等が概ね５割に達していると確認できる書類  
③  農業改良普及センターなどの現場指導組織による意見書  

  
２ 表彰行事開催要領等への夫婦連名表彰規定の明記  
  夫婦連名での大臣賞表彰を行おうとする表彰行事主催者はこれまでと

同様、まず、「表彰行事開催要領」や「審査要領」等に夫婦連名に係る表

彰規定を設けることが必要である。  
  なお、これまでの夫婦連名表彰を見ると出品財が「経営」に限られて
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いたが、出品財が「産物」、「技術・ほ場」、「生活」であっても配偶者の

貢献が大であり、上記の表彰基準に該当する場合は積極的に夫婦連名表

彰として取り上げることが望ましい。そのためには出品財が産物等であ

っても、あらかじめ開催要領等に夫婦連名表彰規定を設けておくことが

必要である。  
 
３ 夫婦連名表彰に係る新たな取り扱い  
（１）  夫婦連名表彰は、これまで家族経営を対象とし、受賞者が法人経営

の場合は対象外としてきたが、１戸１法人であって、通常の家族経営

と見なしても差し支えないものは夫婦連名表彰の対象として認める

こととする。この場合、１の①から③に準じる文書により夫婦連名表

彰に相当するか否かについて確認する。  
（２）  大臣賞の段階で夫婦連名表彰でないものは、天皇杯等三賞の選考過

程で配偶者の貢献が大と認められても夫婦連名表彰に変更できなか

ったが、中央審査委員会等による選考過程で夫婦連名が妥当と判断さ

れ、かつ、表彰行事開催要領等に夫婦連名表彰規定が設けられている

場合は、夫婦連名表彰に変更できるものとする。  
 
４ その他  
（１）  夫婦連名での大臣賞表彰に係る選賞審査報告書にはこれまでと同様

に上記１の①から③の何れかの文書等を添付する。また、出品財が産

物等の場合であっても可能な限り経営概況のわかる資料を添付する

こと。  
（２）  この通知に係る夫婦連名表彰は、表彰行事開催要領等の変更が必要

な場合はその手続きが終了した時点から、変更を必要としない場合は

本通知の日付以降の表彰行事から随時適用するものとする。  
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天 皇 杯 授 与 規 程 

制定：昭和 37 年 11 月 21 日付け   

   ３ ７ 日 農 振 第 ５ ８ ４ 号   

                       一部改正：平成25年９月６日付け 

                            ２５日農振第３４０号 
 

 

第１条 天皇杯を授与された者は、公益財団法人日本農林漁業振興会（以下「振興

会」という。）に備付けの天皇杯授与記録簿にその所属する都道府県名、住所、

氏名及び生年月日を記入する。 

 

第２条 天皇杯は持廻りとする。 

２ 天皇杯を授与された者又はその代理人は、当該天皇杯を次回の農林水産祭式典

において振興会に返還する。 

 

第３条 天皇杯を授与される者が団体（グループ等を含む。）であるときは、天皇

杯の受領者は、当該団体を代表する者とする。 

 

第４条 天皇杯を授与された者は、当該天皇杯の保管の義務を有する。 

２ 天皇杯を授与された者は振興会と協議のうえ、授与された日から６０日以内に

振興会に当該天皇杯の保管を委託しなければならない。 

３ 天災地変その他不可抗力の事情以外の事情による天皇杯の毀損紛失等に対し

ては、振興会が保管の責に任ずる外は、本人の責任とする。 

４ 天皇杯には氏名その他いかなることも刻入してはならない。 

 

第５条 振興会は、前条第２項の規程により天皇杯の保管の委託がなされたときは、

その保管の委託をした者に対し、宮内庁の承認を受けて作製する天皇杯のレプリ

カ（実物の 2
1 以内）を授与するものとする。 

 

 

附  則 

この規則は、昭和３７年１１月２１日から施行する。 

この規則は、平成２５年  ９月  ６日から施行する。 
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天 皇 杯 の 保 管 に つ い て 

 

１． 天皇杯受賞者の属する都道府県は、天皇杯保管係員を設置すること。 

   保管係員は、式典が閉会となる直前に天皇杯受賞者控室に集合すること。 

 

２． 保管係員は、式典終了直後受賞者の所持する天皇杯を受領し、所定のケース

に収め、都道府県の責任において保管に当たること。 

 

３． 保管係員は、受賞者が帰省する際これに同行し、天皇杯が無事受賞者自宅ま

で届けられるよう配慮すること。 

 

４． 受賞者は、天皇杯の盗難等のおそれのないよう留意し、できるだけ確実なと

ころに保管すること。もし、自宅の保管に不安がある場合は、都道府県、市町

村等に保管の委託を行うこと。 

 

５． 天皇杯は、公益財団法人日本農林漁業振興会が天皇杯授与規程に基き天皇杯

授与後６０日以内に天皇杯を授与された者より保管の委託を受けること。 
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豊かなむらづくり全国表彰事業実施要領 
 

     制  定：昭和５４年９月１１日付け５４総第７４７号農林水産事務次官依命通達 

     一部改正：昭和６２年８月３１日付け６２総第３５８号 

       〃   ：平成９年１２月２５日付け ９総第４５２号 

       〃  ：平成１７年７月２５日付け１７総第１００号 

       〃  ：平成２５年８月２９日付け２５総第７１号農林水産事務次官依命通知 

       〃   ：平成２７年６月２３日付け２７総第１２号 

 

第１ 趣  旨 

 この事業は、農山漁村におけるむらづくり（以下「むらづくり」という。）の優良事例の

表彰を行うとともに、あわせてその業績発表等を行うことにより、むらづくりの全国的な展

開を助長し、もって地域ぐるみの連帯感の醸成及びコミュニティ機能の強化を図り、農林漁

業及び農山漁村の健全な発展に資することを目的とする。 

第２ 実施主体 

 この事業は、農林水産省と公益財団法人日本農林漁業振興会（以下「振興会」という。）

との共催により実施する。 

第３ むらづくりの優良事例の表彰 

１．表  彰 

 （１）むらづくりの優良事例の表彰は、農林水産祭の表彰行事の一部門として行う。 

 （２）優良事例の表彰は、ブロックごとに次の件数の範囲内の事例につき行うものとする。 

 なお、その中で特に優秀なものについては、天皇杯等選賞審査対象事例として推薦す

るものとする。 

北海道・沖縄ブロック １ 東海ブロック  １ 

東北ブロック  ３ 近畿ブロック  ２ 

関東ブロック  ３ 中国・四国ブロック ３ 

北陸ブロック  １ 九州ブロック  ３ 

２．選賞対象 

（１）選賞対象となる「むらづくり」の主体は、農山漁村における集落の区域から市町村の

区域に至るまでの区域（例えば、集落、大字、校区、旧市町村、新市町村等の区域）を

地区とする集団又は組織（以下「集団等」という。）とし、その形式は問わないものと

する。 

ただし、コミュニティ機能の強化や新たなコミュニティの形成に資する取組と判断さ

れる場合には、市町村の区域を越える区域を地区とする集団等も含まれるものとする。 

（２）選賞対象となる「むらづくり」の内容は、前項の集団等による農林漁業を基盤とした

豊かな地域社会づくり、すなわち農林漁業の振興を核とし、生活、文化等を含む幅広い

地域活動を展開する総合的なむらづくりとする。 
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３．都道府県知事の推薦 

 都道府県知事は、当該都道府県内におけるむらづくりの事例のうち審査基準に該当する

ものであって優良と認められるもの１件を、別に定める推薦調書により、地方農政局長（北

海道にあっては直接、沖縄県にあっては沖縄総合事務局長を経由して振興会理事長）宛て

に推薦することができる。 

 なお、沖縄総合事務局長は、推薦調書に意見書を添付するものとする。 

４．地方農政局における審査 

（１）地方農政局長は、３により推薦のあったむらづくり優良事例について農林水産大臣賞

の選賞の対象となるべき事例の審査を行うため、農林水産業に関し学識経験を有する者

から構成されるむらづくり審査会（以下「審査会」という。）を設ける。 

 審査会は、推薦された事例について書面審査を行うとともに、必要に応じて現地調査

その他の確認調査を行い、その結果に基づき農林水産大臣賞の受賞に値する事例を決定

する。 

（２）地方農政局長は、別に定めるところにより、（１）により農林水産大臣賞の受賞に値

すると決定された事例について審査報告書を添えて、振興会を通じ農林水産大臣賞状の

交付申請を行うものとする。 

５．天皇杯等選賞中央審査 

 「むらづくり」の優良事例についての天皇杯等の選賞審査を行うため、農林水産祭中央

審査委員会（以下「委員会」という。）にむらづくり分科会を設けるものとし、４により

農林水産大臣賞が交付された事例（北海道及び沖縄県については３により推薦された事例）

の中から、同分科会において、書面審査を行うとともに、必要に応じて現地調査その他の

確認調査を行い、その結果に基づいて、委員会総会において天皇杯、内閣総理大臣賞及び

日本農林漁業振興会会長賞（北海道及び沖縄県についての農林水産大臣賞を含む。）を決

定する。 

６．審査基準 

 選賞審査に当たっては、別紙に定める基準に従い、そのむらづくりの性質、内容がすぐ

れ、広く社会の賞讃に値する事例を選考するものとする。なお、当該審査に当たっては、

女性が活躍している事例について配慮するものとする。 

第４ 優良事例の業績発表等 

(１) 選賞された優良事例につき業績発表を行うほか、「むらづくり」に関する学識経験者

又は現地指導者によるパネルディスカッション等を行う。 

(２) 選賞された優良事例につき、「むらづくり」優良事例集を作成するとともに、（１）

によるパネルディスカッション等につき内容の取りまとめを行いこれらを関係機関、関

係団体等に頒布して、むらづくりの普及、奨励を図る。 
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（別 紙）豊かなむらづくり選賞審査基準 

審 査 基 準 審 査 基 準 細 則 例 

１．むらづくりのための自主的な努力 

と創意工夫の状況 

    

 

 

 

 

 

 

（１）むらづくりの推進が、その地域の自然的、社会

的、経済的諸条件からみて、地域の農林漁業及

び農山漁村に係る諸問題の解決のために緊要で

あると認められること。 

（２）これらの諸問題の解決のために、むらづくりの

主体である集団等の自主的努力と創意工夫の積

重ねのもとに、地域の特性をいかした特色あるむ

らづくりが進められてきていること。 

 

２．むらづくりについての合意形成の 

状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）むらづくりの推進についての当該集団等の合意

が、中核的な農林漁家をはじめ兼業農林漁家さら

に非農林漁家を含めた当該集団等の総意により

形成されていること。 

（２）当該集団等の合意に基づいて設定されたむらづ

くりの目標・課題が、農林漁業を基盤とした豊か

な地域社会づくりを目指して、地域の農林漁業の

振興を核とし、生活条件の改善・整備、コミュニ

ティ活動の強化等にわたる総合的なむらづくり

を推進するものとして、設定されていること。 

（３）むらづくりの目標・課題が、長期的観点に立ち、

計画性をもって設定されていること。また、財政

的裏付けにも適切な配慮がなされていること。 

 

３．むらづくり推進体制の整備・運営 

の状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）むらづくりの推進体制が、集落を中心として、

他の地域組織や機能集団との連携・協調のもと

に、地域活動が円滑に推進できるように整備され

ていること。 

（２）当該集団等の構成員のむらづくりへの参加が自

発的意思のもとに、かつ、広範囲になされている

こと。 

（３）むらづくりの推進体制については、民主的なル

ールによる運営その他健全な運営が確保されて

いること。 

むらづくりの推進に当たっ

て、その主体である集団等

が地域の困難な自然的、社

会的、経済的諸条件を克服

してきた自主的努力と創意

工夫の過程がすぐれている

こと。 

その地域の農林漁業の振興

が地域の発展にとって基本

的に重要であるとの認識の

もとに、地域の農林漁業の

振興を核とした総合的なむ

らづくりの推進についての

幅広い合意が当該集団等の

間で形成されていること。 

農林漁家を中心とし、非農

林漁家を含めてむらぐるみ

でむらづくりを推進するた

めの体制が整備されてお

り、当該集団等による地域

活動が長期的にも持続する

と見込まれること。 
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審 査 基 準 審 査 基 準 細 則 例 

４．むらづくりの地域農林漁業の振興 

とその担い手の育成への寄与状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）むらづくりの実践が、①地域における農林漁業

の生産力の向上、②農林漁業構造の改善、③生産

基盤の整備、④生産の組織化など地域農林漁業の

振興と後継者の育成確保の面ですぐれた成果を

あげていること。 

（２）また、①生活環境施設の整備、②安定的な就業

機会の確保、③生活改善活動の推進など生活条件

の改善・整備、さらに世代間を含めたコミュニティ

活動の強化、都市住民との交流等の面で、すぐれ

た成果をあげていること。 

（３）むらづくりの推進の成果として、当該集団等の

構成員が農林漁業経営の改善、生活の安定・向上

その他の利益を受けていること。 

（４）当該むらづくりが、普及性があり、周辺地域の

むらづくりの模範とするに足るものであること。 

 

 

 

 

 

 

５．むらづくりの豊かで住みよい農山 

漁村の建設への寄与状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

附  則（平成１８年７月２５日付け１７総第１００号） 

 この要領の改正後の規定は、平成１８年度から適用する。 

 

附  則（平成２５年８月２９日付け２５総第７１号） 

１ この要領は、平成２５年８月２９日から施行する。 

２ この要領第２の規定の実施主体について、平成２５年４月１日から施行の日の前日までは、

農林水産省と公益財団法人日本農林漁業振興会との共催により実施したものとみなす。 

 

附  則（平成２７年６月２３日付け２７総第１２号） 

 この要領の改正後の規定は、平成２７年６月２３日から施行し、平成２７年度の農林水産祭

表彰行事から適用する。 

むらづくり推進の結果、む

らぐるみの連帯感の醸成と

コミュニティ機能の強化が

促進され、地域の農林漁業

の振興に著しく寄与してい

るとともに、その担い手の

育成が図られていること。 

また、地域農林漁業の振興

及びその担い手の育成とあ

わせて、地域における生活

条件の改善・整備、うるお

いのある人間関係の確立そ

の他豊かで住みよい農山漁

村の建設に著しく寄与して

いること。 
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豊かなむらづくり全国表彰事業実施要領の運用について 

 
     制  定：昭和６２年８月３１日付け６２総第４０５号農林水産大臣官房長通達 
     一部改正：平成８年９月１２日付け８総第４５９号 
      〃  ：平成９年１２月２５日付け９総第４５３号 
           〃  ：平成１７年７月２５日付け１７総第１０１号 
         〃  ：平成２５年８月２９日付け２５総第７２号農林水産大臣官房長通知 
        〃  ：平成２７年６月２３日付け２７総第１３号 
      〃  ：平成３０年７月３１日付け３０文第８４号 
      〃  ：令和 元年５月 ９日付け３１文第４５号 

 
 

１．都道府県知事の推薦 
豊かなむらづくり全国表彰事業実施要領（昭和５４年９月１１日付け５４総第７４７号

農林水産事務次官依命通達。以下「要領」という。）第３の３の都道府県知事の推薦は、

北海道及び沖縄県にあっては毎年度７月１日までに、その他の都府県にあっては地方農政

局長が指定する期日までに、別紙様式１により行う。 
なお、推薦に当たっては、農業、林業及び水産業の関係部課等において連絡調整を図る

こととする。 
２．むらづくり審査会 

要領第３の４の(1)のむらづくり審査会を地方農政局長が設けるに当たっては、次の事項

について特に留意するとともに、あらかじめ関係森林管理局、漁業調整事務所等と十分連

絡調整を行う。 
(1) むらづくり審査会の構成は、むらづくりについて生産面のみではなく、生活等多様な

観点から審査を行うことができるよう特に配慮する。 
  また、公平・中立性を確保するとともに、農林水産業に直接関係する者以外の者も極

力含めるよう特に配慮する。 
(2) 林業、林家若しくは山村又は漁業、漁家若しくは漁村につき学識経験を有する者をむ

らづくり審査会の構成員に含める。 
３．選賞審査 
  選賞審査に当たっては、次の事項について特に留意する。 

(1) むらづくりの内容 
  むらづくりの内容については、従来、「農家」や「農業」を中心としたむらづくりを

推進した例が極めて多い状況にあるが、農山漁村地域の活性化を図ることが特に重要と

なっていることから、次のようなむらづくりについて特に配慮する。 
ア．特に、生産組織の育成、利用権の集積等による生産性の向上、農業の担い手の育成

確保といった農業面での課題への取組に加え、非農家を含めた地域住民の合意による

土地・水利用秩序の維持・形成、集落の居住環境・景観の整備、歴史・民俗文化の継

承、高齢者の生きがい確保、都市との交流、女性の活躍への配慮といった課題につい
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ても積極的に取り組む個性あるむらづくり。 
イ．林業若しくは林家又は漁業若しくは漁家を中心とし、又はこれらを含めたむらづくり。  

  なお、過去の過程及び現状のみならず、今後の継続性、発展性にも審査の重点を置く

ように配慮する。 
(2) 地域的な広がり 
  むらづくりの地域的な広がりについては、「集落」の推薦事例がかなりの比重を占め

ているが、全国各地で「集落」単位のむらづくりの優良事例が既に輩出しており、他方、

これからはより広い地域の中で、土地利用の調整や生産の組織化、さらには、生活面で

の充実が求められていることから、数集落単位あるいは大字や旧市町村など集落を超え

る広がりのむらづくりについて、特に配慮する。 
(3) 過去において推薦されたことがあるむらづくりの取扱い 
  過去において推薦されたことのあるむらづくりの事例（その際に天皇杯を受賞したも

のを除く。）のうち、その後において、前回推薦時と比べて著しく取組内容が発展して

いる事例については、再度推薦することができる。 
(4) 市町村が主体となっている事例の取扱い 
  本事業が、地域住民による自主的なむらづくり活動を表彰するものであることから、

市町村が主体となっている事例については、表彰の対象としない。 
(5) 農協等が主体となっている事例の取扱い 
  農協、森組、漁協等の協同組合組織がむらづくりの主体となっている事例については、

地域住民による自主的なむらづくり活動としての性格を有する限り、表彰の対象とする

ことができる。 
(6) 無名地区の扱い 
  有名地区と無名地区とが同列であった場合は、本事業の趣旨から無名地区を優先する

ことが望ましい。 
４．地方農政局からの選賞審査報告等 

(1) 要領第３の４の(2)の審査報告書は、別紙様式２により毎年度７月１日までに提出す

る。 
(2) 要領第３の４の(2)の農林水産大臣賞状の交付申請は、審査報告書の提出とあわせて、

別紙様式３により行う。 
(3) 地方農政局長は、農林水産大臣賞の受賞に値すると決定された事例に対し、農林水産

大臣賞状の交付を行う。 
  なお、沖縄県の推薦事例が農林水産大臣賞の受賞に値すると決定された場合は、沖縄

総合事務局長は農林水産大臣賞状の交付を行う。 
 
附  則（平成１７年７月２５日付け１７総第１０１号） 
  この運用の改正は、平成１８年度の表彰から適用する。 
 
附  則（平成２５年８月２９日付け２５総第７２号） 
１ この通知は、平成２５年８月２９日から施行する。 
２ この通知の施行日前に提出された農林水産大臣賞選賞審査報告書については、公益財
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団法人日本農林漁業振興会に対し提出されたものとみなす。 

附  則（平成２７年６月２３日付け２７総第１３号） 
 この通知の改正後の規定は、平成２７年度の農林水産祭表彰行事から適用する。 
附  則（平成３０年７月３１日付け３０文第８４号） 
 この通知は、平成３０年７月３１日から施行し、平成３１年度の農林水産祭表彰行事から

適用する。 
附  則（令和元年５月９日付け３１文第４５号） 

１ この通知は、令和元年５月９日から施行する。 

２ この通知の施行の際現にあるこの訓令による改正前の様式（次項において「旧様式」

という。）により使用されている書類は、この通知による改正後の様式によるものとみ

なす。 

３ この通知の施行の際現にある旧様式による用紙については、当分の間、これを取り繕

って使用することができる。 
 
 
 
 
 
 
 
 

       別紙様式（省略） 
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参加申請及び選賞審査報告に係る手続きの詳細 





Ⅰ 参加手続きについて 
 

 

１ 正式な参加手続きをする前の留意点（事前協議の留意点） 

農林水産祭に参加する場合、毎回、参加申請が必要となります。 

新規に参加する場合及び継続して参加する場合であっても、前回の内容と比べて

変更があった場合は、正式な参加手続きをする前に、公益財団法人日本農林漁業振

興会と事前協議の要否を確認した上で、手続きを行ってください。 

 

（１） 新規に参加申請する場合の事前協議について 

表彰行事を開催することを告知する日（以下：募集告知日）の６ヶ月以前に、別

紙３「事前協議に必要な書類一覧」により、Ｅメールで手続きを行ってください。 

 

（２） 継続して参加申請する場合の事前協議について 

① 事前の照会・確認 

前回の内容と比べて変更があった場合は、行事の募集告知日の４ヶ月以前に、別

紙２の新旧対照表を公益財団法人日本農林漁業振興会担当者宛に、Ｅメー

ルで送付し、事前協議の要否について確認して下さい。 

また、都道府県並びに全国行事主催団体のご担当者は、開催要領等が前回の

内容と変更がないかどうか必ず確認してください。 

但し、次の「事前の確認を必要としない変更点」については、事前の照会・確

認及び事前協議は必要ありません。 

 

◆ 事前の確認を必要としない変更点 

ア「表彰行事の名称」のうち、年度又は回数の変更 

イ「開催期日」の変更 

ウ「開催場所」の変更 

エ「審査委員名簿」の変更 

オ「収支予算書」の変更 
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② 事前協議の方法 

事前協議は、「農林水産祭参加手続に関する留意事項について」（平成元年６

月１日付け元日農振第１３２号日本農林漁業振興会会長通知）に基づき、募集告

知日の４ヶ月前（新規の場合は６ヶ月前）までに書類を提出してください。 

提出書類は、別紙３「事前協議に必要な書類一覧」をご確認いただき、当会

ＷＥＢページ掲載の別紙１、２の様式により、Ｅメールでご提出ください。 

 

（３） 継続参加していた行事を休止する場合について 

農林水産祭への参加を休止をする場合は、休止届けの提出をお願いしています。

別紙４によりご提出ください。 

 

 

２ 正式な参加手続きをする時の留意点 

（１） 参加申込みは、「表彰行事の参加手続」（昭和３７年７月１２日付け総第１

７９５号農林事務次官通知）、「農林水産祭参加手続に関する留意事項について」

（平成元年６月１日付け元日農振第１３２号日本農林漁業振興会会長通知）に基

づき、募集告知日の２ヶ月以前に提出（必着）してください。 

 

（２） 農林水産祭参加申込書別紙の記入については、別紙５を参考にご作成ください。 

参加申込には、開催要領等を添付していただいていますが、開催要領等の「別

紙」や「様式」が欠けることのないよう、提出の際ご注意ください。 

また、開催要領等には、募集告知日、募集締切日、会期日程、審査日、表彰日

を記載するようお願いします。 

 

（３） 事前協議を必要としない場合であっても、開催要領等に変更があった場合は、別

紙２の「新旧対照表」を添付してください。 

但し、上記１の（１）◆事前の確認を必要としない変更点については不要です。 
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別紙１

1  表彰行事の名称

2　開　 催 　期　 日

自　平成　　年　　月　　日

至　平成　　年　　月　　日

3　開　 催　 場 　所

4　参 　加　 区　 域

5　主催者の名称及び構成

6  出品点数及び擬賞点数

（前回分） 今回分 種  類 （前回分） 今回分
○○賞 （　　 　）

△△賞 （　　 　）

□□賞 （　　 　）

○○賞 （　　 　）

△△賞 （　　 　）

□□賞 （　　 　）

○○賞 （　　 　）

△△賞 （　　 　）

□□賞 （　　 　）

 注)新規については、前回は空欄でよい。

7　表  彰  年  月  日

（予定も可）

8　事前協議事項（変更内容と変更理由等）

9　都道府県の意見

電  話　

F A X

メール

大  臣  賞 出品財
擬    賞    点    数

様式（規格A4判）

 事  前  協  議  書  （新規・変更）

そ   の   他

所　属　・　課　名

今回分
 品 目

担 当 者 氏 名

（　　 　）

（　　 　）

都道府県

部　門
出 品 点 数

（前回分）

都道府県担当者

電話番号・FAX番号・メールアドレス

   平成　　年　　月　　日

種　目

（　　 　）（　　 　）

（　　 　）

（　　 　）

計
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1  表彰行事の名称

2　開　 催 　期　 日

自　平成　　年　　月　　日

至　平成　　年　　月　　日

3　開　 催　 場 　所

4　参 　加　 区　 域

5　主催者の名称及び構成

6  出品点数及び擬賞点数

（前回分） 今回分 種  類 （前回分） 今回分
○○賞 （　　 　）

△△賞 （　　 　）

□□賞 （　　 　）

○○賞 （　　 　）

△△賞 （　　 　）

□□賞 （　　 　）

○○賞 （　　 　）

△△賞 （　　 　）

□□賞 （　　 　）

 注)新規については、前回は空欄でよい。

7　表  彰  年  月  日

8　事前協議事項（変更内容と変更理由等）

9　都道府県の意見

電  話　

F A X

メール

出 品 点 数

（前回分） 今回分

計

電話番号・FAX番号・メールアドレス

擬    賞    点    数

所　属　・　課　名

都道府県担当者

種　目

都道府県

そ   の   他部　門  出品財

（　　 　）

（　　 　）

（　　 　）

   平成　　年　　月　　日（予定も可）

大  臣  賞

様式 （規格A4判）

 事  前  協  議  書  （新規・変更）

 品 目

担 当 者 氏 名

（　　 　）

（　　 　）

（　　 　）

農林水産祭表彰要領
４の（１）別表① を
参考に記入してください。

前回申請時の目標（見込み）点数ではなく、前回開催時に出品された
実数（実績）を記入してください。
※前回開催時の選賞審査報告の数字 （出品点数）と同一となります。

局長賞、長官賞、地方農政局長賞はそれぞれの点数を記入
してください。その他主催者賞は〇〇賞他〇点とまとめての
記載で結構です。但し、内訳が分かる特別賞一覧（開催要領
等に列記があればそれで可）を添付してください。

開催期日は、始まりは募募集集告告知知日日を、

終わりは行行事事のの終終了了日日（（表表彰彰日日含含むむ））を

記入してください。

また、部部門門ごごととにに日日程程がが異異ななるる場場合合もも、、

ままととめめてて、、一一番番早早いい募募集集告告知知日日とと最最終終表表彰彰日日

（（行行事事終終了了日日））ののみみを記入してください。

部門ごとに表彰日が異なる場合は、

表彰日ごとに分けて記入してください。
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別紙３

（参考）

　　　　　　　　　必 事 新 主 開 出 収 過
　　　　　　　　　　　　　 催 去 適
　　　　　　　　　　　　　　 団 催 審 審 審 の
変　　　　　　　　　　　　要 前 旧 体 支 実
　　　　　　　　　　　　　　　 の 要 品 査 績
　　　 定 が
　　　　更　　　　　　　　　　　　　書 協 対 款 領 査 査 委 予 わ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

( (

か
　　　　　　 又 又 規 員 る
　　　　　　　　区　　　　　　　　　　　　　類 議 照 は は 算 も
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 寄 実 基 方 名 の 要
　　　　　　 附 施
　　　　　　　　　　　　分 書 表 行 要 格 簿 書

為 領 準 法
） ）

「主催者」の変更 ○ ○ ○ ○

「主催者の名称及び構成」の変更 △ ○ △ ○

年度 又は
回数を除く

「参加区域」の変更 ○ ○ ○

「擬賞点数」

（大臣賞、局長・長官賞）の変更 ○ ○ ○ ○ ○ ○ △

「擬賞点数」（上記以外）の変更 △ ○ ○ △ △ △

「種　　目」の変更 ○ ○ ○ ○ ○ ○

「品　　目」の変更 ○ ○ ○ ○ ○ ○

「出品規格」の変更 ○ ○ ○ ○ ○ ○

「審査基準」の変更 ○ ○ ○ ○ ○ ○

「審査方法」の変更 ○ ○ ○ ○ ○ ○

「上記」以外の変更（趣旨等） ○ ○ ○ △ △ △ △ △ △

審査委員

新 規 参 加 名簿は

予定で可

夫婦連名（開催要領等への追加） ○ ○ △ △ △

別紙「夫
婦連名表
彰につい
て」参照

注）1　○は必要なもの、△は変更内容によって必要なもの

 　 2 上記の必要書類のほかにも、必要な書類は添付を求めることがある。　　

事 前 協 議 に 必 要 な 書 類 一 覧

添 付 書 類

○

審 査 要 領

「表彰行事の名称」の変更 ○○

○ ○ ○○ ○○○ ○ ○
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夫夫婦婦連連名名表表彰彰ににつついいてて

農林水産祭参加行事では、夫婦連名で大臣賞の表彰を受けることができます。

但し、各表彰行事の「開催要領」等にその旨記載が必要です。規定がない場合は

今回の連名受賞はできず、次回から「開催要領」等に文言を入れて可能となります。

また、夫婦連名表彰の取り入れにあたっては、開催要領等に記載する定型文が決

められており、下記定型文の記載が必要です。

夫婦連名表彰の取り入れのみの変更の場合は、事前協議は不要ですが、新旧対

照表にて事前連絡をお願いします。（募集告知日の４ヶ月前までの連絡が望ましい。）

【定型文】

次に掲げる基準のいずれかに該当し、かつ経営主の配偶者の貢献度が高いと認

められる場合にあっては夫婦連名で表彰することができる。

① 家族経営協定を締結していること。

② 推薦書等において経営主の配偶者の作業分担、従事日数等が概ね 5 割に達

していると確認できること。

③ 農業改良普及センター※又は農林漁業についての類似の普及指導組織等に

よる意見書が添付されていること。

※ この名称は都道府県によって違うので、変更可。
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文 書 番 号 

年 月 日 

 

 

 

公益財団法人 日本農林漁業振興会理事長殿 

 

  
                                           住所 

                      主催者                      

 

 

 

農林水産祭参加休止の届出 

 

 

〇〇品評会については、例年、農林水産祭参加をお願いしているところですが、別添の

理由で、今年度の参加を休止しますので、よろしくお取り計らいください。 

 

  

別紙４ 
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１ 参加を休止する表彰行事 （第○回農林水産祭） 

 

（１） 表彰行事の名称 

（２） 参加区域 

（３） 主催者の名称 

（４） 農林水産祭への参加内容 

   部門  種目  出品財   品目 
 擬賞点数 
（大臣・局長・長官） 

    
  大臣賞 〇点 

 ○〇局長賞 〇点 

 

２ 参加休止の理由  

 

 

３ 今後の開催及び農林水産祭参加予定 

※ 次回開催がいつの予定か（例：来年は通常通り開催予定） 

また、開催時の農林水産祭への参加の有無 を記入してください。  

 

４ 都道府県担当部課（都道府県行事の場合） 
 主催団体担当者（全国行事の場合） 
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農 林 水 産 祭 参 加 申 込 書 別 紙

１．表 彰 行 事 の 名 称

２．開 催 期 日 自 令和 年 月 日

至 令和 年 月 日

３．開 催 場 所

４．参 加 区 域

５．主催者の名称及び構成

６．出品点数及び擬賞点数

（注：品目が多数の場合は別紙にすること。）

部門 種目 出品財 品目
出品点数

擬賞点数

大臣賞 その他 
前回分 今回分 前回分 今回分 種 類 前回分 今回分

○○賞
○○賞
○○賞

      

           

計

○○賞

○○賞
○○賞

７．出 品 規 格  （別紙のとおり）

８．審 査 基 準    （別紙のとおり）

９．審 査 方 法    （別紙のとおり）

１０．審 査 員 名 簿    （別紙のとおり）

１１．収 支 予 算    （別紙のとおり）

開催期日は、始まりは募募集集告告知知日日を、 

終わりは行行事事のの終終了了日日（（表表彰彰日日含含むむ））を 

記入してください。 

また、部門ごとに日程が異なる場合も、 

まとめて、一一番番早早いい募募集集告告知知日日とと最最終終表表彰彰日日  

（（行行事事終終了了日日））ののみみを記載してください。 

前回申請時の目標（見込み）点数ではなく、 

前回開催時に出品された実数（実績）を記入 

してください。 

※前回開催時の選賞審査報告の数字 （出品

点数）と同一となります。 

７～１１の内容確認資料として「開催要領」「実施計画」 

「審査要領」等を添付してください。申込書様式等、別紙の

添付漏れがないよう、ご提出ください。 

局長賞、長官賞、地方農政局長賞はそれぞれの点数を

記入してください。その他主催者賞は〇〇賞他〇点と 

まとめての記載で結構です。 

但し、内訳が分かる特別賞一覧（開催要領等に列記が

あればそれで可）を添付してください。 

農林水産祭表彰要領 

４の（１）別表① を 

参考に記入してください。 

別 紙 ５

１２．次 回 開 催 の予 定　 　 有 り （ 　 年 　 月 ） ・ 無 し
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賞賞状状のの交交付付等等ににつついいてて  

 

１ 賞状の交付（お渡し）等について 

  原則として、表彰日の概ね７～１０日前に、農林水産省大臣官房文書課顕彰普及

担当（本館３階ドアNo.本３６３）にてお渡しできるように準備しております。 

 業務の都合上、席を離れる場合がありますので、必ず事前の電話連絡（０３－３５

０２－８０４０）にて賞状の受領が出来るかどうかをご確認いただき、来庁日時をご

相談の上、お越し下さい。 

賞状のお渡しの際は、破損・汚損等防止のため、必ず賞状を入れるケースをお持ち

下 さい。賞状の寸法は以下の通りです。 

 ○ 大 臣 賞 状 ･･･ ３７cm×５１．６cm  

 ○ 長 官 ・局 長 賞 状 ･･･ ３０cm×４２cm 

２ 表彰日の変更に伴う賞状筆耕について 

  賞状筆耕は表彰日の前月上旬に依頼しておりますので、表彰日に変更があった場

合は２ヶ月前の月末までに、公益財団法人日本農林漁業振興会にご連絡下さい。 

なお、２ヶ月前の月末までにご連絡がない場合は、表彰行事主催者にて再筆耕い

ただく場合がありますので、ご了承下さい。 

３ 筆耕の間違いについて 

  近年、農林水産大臣賞受賞者名や受賞部門の筆耕間違いにより、大臣賞状を再発

行する事態が散見されています。各都道府県におかれましては、間違いが発生しな

いよう筆耕に当たっては充分ご注意をお願いします。 

４ 表彰日の変更について  

表彰日が変更になった場合等は、文書にて表彰日をご連絡ください。  

局長賞・長官賞がある場合は、局長・長官宛て文書も別途必要です。 

賞状交付申請手続き同様に、都道府県の副申（進達又は事務連絡）文書を付けて

提出してください。様式は振興会ホームページに掲載しています。 

なお、このときに受賞者の報告は不要です。 
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番       号  
年   月   日 

 
 
 
農 林 水 産 大 臣  殿 
 
                        

主催者氏名        印 
 
 

表 彰 日 等 変 更 通 知 
 
このことについて下記のとおり変更しましたので通知致します。 
 

記 
 
１． 表彰行事の名称 
 
 
２． 表 彰 日      申請時 平成 年 月 日 
 
               決定日 平成 年 月 日 
 
３． 表 彰 場 所    申請時 
 
                決 定 
 
４． 開 催 期 間    旧  平成 年 月 日～平成 年 月 日 
 
                新  平成 年 月 日～平成 年 月 日 
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番       号 
年   月   日 

 
 
 
農 林 水 産 大 臣  殿 
 
                        

主催者氏名        印 
 
 

表 彰 日 等 決 定 通 知 
 

このことについて下記のとおり決定しましたので通知致します。 
 

記 
 
１． 表彰行事の名称 
 
 
２． 表 彰 日      申請時 平成 年 月 日 
 
               決定日 平成 年 月 日 
 
３． 表 彰 場 所    申請時 
 
                決 定 
 
４． 開 催 期 間    旧  平成 年 月 日～平成 年 月 日 
 
                新  平成 年 月 日～平成 年 月 日 
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選選賞賞審審査査報報告告書書のの提提出出ににつついいてて  

 
 表彰行事の終了後には、必必ずず報報告告書書のの提提出出がが必必要要でですす。 

  ご担当者は、必ずご一読の上、期期限限をを守守っってて報告書等を提出して下さい。 
  
１１  「「農農林林水水産産大大臣臣賞賞選選賞賞審審査査報報告告書書」」及及びび「「同同  補補完完資資料料」」のの提提出出    

  報告書の提出は、遅くとも表表彰彰式式終終了了後後１１ケケ月月以以内内（（必必着着））にお願いしま

す。（提出期限の厳守） 

  但し、６６月月にに表表彰彰式式がが行行わわれれるる行行事事ににつついいててはは、、６６月月中中のの提提出出となります

ので、事前準備等により早めの提出（遅くとも６月末まで）をお願いします。 

６月末までに提出されない場合は、中央審査委員会での審査に支障が生じ､

天皇杯等三賞の対象外となる場合がありますのでご注意ください。 

（１）農林水産大臣賞選賞審査報告書の提出 

農林水産大臣賞選賞審査報告書は、「農林水産大臣賞報告書の提出要領につ

いて」（昭和４９年８月３０日付け４９日農振第１９３号日本農林漁業振興会

会長通知）等に基づき提出して下さい。 

（２）同補完資料の提出 

補完資料の提出については、（１）の報告書と同時に提出して下さい。 

また、補完資料は、選賞審査報告書の添付資料であり、別途、公文書を付け

る必要はありません。 

  作成に当たっては、必ず、（公財）日本農林漁業振興会のホームページから

最新版をダウンロードしてご使用ください。 

（３）提出方法 
正正本本１１部部（（選選賞賞審審査査報報告告書書及及びび同同補補完完資資料料：：郵郵送送））  及及びび  そそのの電電子子デデーータタ（（正正

本本をを PPDDFF ににししたたもものの））  
なお、電子データは、メールの添付ファイル又はＣＤ等で提出してください。 
その際、電子データのファイル名は、表彰行事の名称（省略不可。年度や回

数も表示すること）とし、行事ごとに１つのＰＤＦファイルにまとめてくださ

い。 

  詳細は（公財）日本農林漁業振興会保ホームページに記載しています。 
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（（記記入入上上のの留留意意事事項項））  
番     号 

年  月  日 

 

 公益財団法人 日本農林漁業振興会理事長  殿 

 

 

 

                        住 所 

                        主催者             印 

 

農 林 水 産 大 臣 賞 選 賞 審 査 報 告 書 

 

 下記のとおり第 回農林水産祭における農林水産大臣賞の報告をいたします。 

 

記 

 

１．農林水産大臣賞受賞者について 

部門 種目 出品財 品目 
受       賞       者 

住  所 氏  名 年 令 

 

 

 

 

 

   ○○〒〒    

 

① 出品財の概要について 

   

② 審 査 成 績 

  （審査基準とおおむね対比して記載すること。） 

③ 審 査 経 過 

  (審査方法とおおむね対比して記載した審査員の長の報告書を添付すること。） 

 

・個個人人・・団団体体名名ののどどちちららかかをを記記載載。 

・団体・法人等の場合、 代表者名は記載しない。 

・個人の場合、所属先は記載しない。 

大臣賞が複数ある場合、受賞者毎に作成する 

郵便番号、番地まで、

正確に記載する。 

個個人人受受賞賞のの場場合合ののみみ記載する。 

審査経過は、できるだけ詳しく記載する。 

農林水産大臣賞受賞の根拠となった 

出品財の特徴を具体的に記載する。 

- 58 -



  

２．表彰行事について 

 ① 表彰行事の名称 

 ② 開 催 期 日    自 令和  年  月  日  至 令和  年  月  日 

 ③ 開 催 場 所 

 ④ 参 加 区 域 

 ⑤ 主催者の名称及び構成 

 ⑥ 出 品 点 数 

 

部  門 種  目 出 品 財 品  目 出品点数 

 

 

 
   

 

 
   

 

計 

 

    

 

 ⑦ 出 品 規 格 （別 紙）  

 ⑧ 審 査 基 準 （ 〃 ）  

 ⑨ 審 査 方 法 （ 〃 ）  

 ⑩ 審 査 員 名 簿 （ 〃 ）  

 ⑪ 収 支 決 算 書 （ 〃 ）  

⑫⑫  局局長長・・長長官官賞賞  （ 〃 ） 

  
        

 （注）１．⑫の別紙は、１．「農林水産大臣賞受賞者について」の様式に準じて作成すること。  

    ２．農林水産大臣賞選賞審査補完資料を同時に提出すること。 

種目毎の必要点数に達しているか確認。 

次回、参加申請時の前年の出品点数となる。 

参加申請時の行事名称を記載。 

これまで「表彰行事終了報告書」に記載していた内容を 

こちらに記入してください。 
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＜＜農農林林水水産産大大臣臣賞賞受受賞賞者者一一覧覧提提出出ののおお願願いい＞＞  

 

 

◇◇別別紙紙様様式式のの提提出出ににつついいてて  

 令和３年８月２日付け事務連絡でお知らせしたところですが、農林水産祭参

加の各行事において、農林水産大臣賞を授与されましたら、速やかに農林水産大

臣賞受賞者を記載例に従い別紙様式にご記載の上、農林水産省文書課総務班顕

彰普及担当（kensyofukyu@maff.go.jp）へ Excel ファイルでメール送付ください

ますよう、ご協力をよろしくお願いいたします。 

 メールの件名は、農林水産大臣賞受賞者の報告（表彰行事名）としてください。 

 なお、別紙様式につきましては、各行事毎に１ファイルとしてください。 

 

◇◇別別紙紙様様式式ののダダウウンンロローードドににつついいてて  

 別紙様式（Excel ファイル）は（公財）日本農林漁業振興会の Web サイト

（http://www.affskk.jp/）からダウンロード可能です。トップページ右側の「農

林水産祭担当者ページ」内にございますのでご確認ください。 

 

 

農林水産省 大臣官房文書課 総務班 

顕彰普及担当 

ＴＥＬ：03-3502-8040（直通） 

e-mail：kensyofukyu@maff.go.jp 
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農林⽔産⼤⾂賞受賞者⼀覧（農林⽔産祭参加⾏事）

⾏事名

主催者

概要

表彰⽇

都道府県 市町村 受賞者名

〇〇県 〇〇市 株式会社○○代表取締役 ○○ ○○⽒

〇〇県 〇〇郡〇〇町 ○○ ○○⽒

関連URL

担当課
※農林⽔産⼤⾂賞受賞者が決定しましたら速やかに本様式をExcelファイルで⽂書課顕彰普及担当（kensyofukyu@maff.go.jp）へ
メール送付ください。ご協⼒をよろしくお願いいたします。

（主催団体や都道府県のWebサイト等で受賞者を公表している場合は記載。）

⼤⾂官房⽂書課（03-3502-8040）

受賞者

（令和○年度、第○回についても記載。）

（共催の場合は全て記載。）

（表彰⾏事の概要を２⾏程度で記⼊。）
（例）○○共進会は、・・・を図るため、昭和○年から、・・・や・・・に優れた功績を挙げた経営者を表彰し
ています。

令和○年○⽉○⽇

記載例

⾏が不⾜する場合は適宜⾏追加の上、
農林⽔産⼤⾂賞受賞者全員について
記載してください。
（局⻑・⻑官賞受賞者の記載は不要
です。）
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（令和元年 6 月 26 日付け事務連絡の別添） 
                           
      農林水産祭に係る事務手続きに関する具体的な方法について 
 

「農林水産祭参加手続きに関する留意事項について」及び「農林水産大臣賞選賞審査報告書の
提出要領について」の振興会への提出に当たっての具体的な方法については、次のとおりとする。 
 
１ 日本農林漁業振興会への参加申請書等の提出方法 
 （１）参加申請書、選賞審査報告書（補完資料を含む）等の提出に当たっては、正本１部（書

類）及びそれを電子データ化したファイルを提出すること。 
 （２）参加申請書、選賞審査報告書（補完資料を含む）については、農林水産省の規程による

様式、振興会の規程及びホームページ上で提供する最新の様式を用いること。 
 （３）（１）の電子データは、原則ＰＤＦファイルによる提出とする。ただし、冊子等の参考資

料等で、電子データでの提出が困難な場合は、２部を提出するものとする。 
 （４）（２）の参加申請、選賞審査報告書の提出については、正本は郵送で、電子データは電子

メールの添付ファイル、または、ＣＤ等の郵送で提出すること。 
 （５）電子データの提出後に修正等があった場合は、必ず最終版を再提出すること。 

（６）参加申請の事前協議については、全て電子データにより行うものとし、電子メールの添
付ファイルとして提出すること。 

 （７）（６）の電子データは、振興会がホームページ上で提供する様式については、そのファイ
ルの種類と同じ種類で提出することを原則とする。また、申請者が定める規定、要領等に
ついては、ＷＯＲＤ、ＥＸＣＥＬ、ＰＤＦ等一般的に使用されているファイルを提出する
こと。 

 
２ 提出先 
 （郵送の場合） 
   〒107-0052 東京都港区赤坂 1 丁目 9 番１３号（三会堂ビル７階） 
    公益財団法人 日本農林漁業振興会 

 （電子メールの場合） jigyou@affskk.jp 

             
３ その他の注意事項 

（１） 提出ファイルについて 
① 選賞審査報告書の電子データによる提出に当たっては、可能な限りファイル数を少なく      
まとめること。 
②ファイル名は、原則として行事名（略称不可（年度等も記載））とし、冒頭に【事前協議】、 

【参加申請】、【報告】の区分を付すこと。 
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む ら づ く り
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 （（参参    考考））  
 

公公益益財財団団法法人人日日本本農農林林漁漁業業振振興興会会のの連連絡絡先先等等  
  

    ※※住住  所所      〒〒110077－－00005522  

                  東東京京都都港港区区赤赤坂坂１１－－99－－1133 三三会会堂堂ビビルル７７ＦＦ  

    ＴＴ ＥＥ ＬＬ      ００３３－－６６４４４４１１－－００７７９９１１（（代代））  

  ＦＦ ＡＡ ＸＸ      ００３３－－６６４４４４１１－－００７７９９２２  

（（※※令令和和 44 年年度度中中にに都都内内のの別別住住所所にに移移転転すするる予予定定でですす。。））  

  

    ＭＭａａｉｉｌｌ      事事  業業  部部    jjiiggyyoouu@@aaffffsskkkk..jjpp  

                                総総  務務  部部    nn__sshhiinnkkoouukkaaii8877ss@@aaffffsskkkk..jjpp  

      

    ＷＷeebb ササイイトト      ＵＵ  ＲＲ  ＬＬ    hhttttpp::////wwwwww..aaffffsskkkk..jjpp  

    「「農農林林水水産産祭祭担担当当者者ペペーージジ（（都都道道府府県県））」」はは、、関関係係規規程程、、農農林林水水産産祭祭参参加加

手手続続きき、、選選賞賞審審査査報報告告（（補補完完資資料料））等等ににつついいてて記記載載さされれてていいまますす。。  

様様式式等等はは最最新新ののももののををＷＷｅｅｂｂササイイトトかかららダダウウンンロローードドししてて、、使使用用ししててくく  

だだささいい。。  

 

    （（パパススワワーードド））  都都道道府府県県担担当当者者ののペペーージジ      ｓｓｋｋｋｋ７７  

                    農農林林水水産産祭祭「「受受賞賞者者のの業業績績」」  ａａｆｆｆｆｓｓ  
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